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第１ 目 的

この要領は、園芸施設共済事務取扱要領（以下「事務取扱要領」という。）に基づき、特定園芸施設、

附帯施設及び施設内農作物の評価方法を定めたものであり、園芸施設共済の引受け及び損害評価が適正

かつ円滑に行われることを目的とする。

第２ 特定園芸施設の外面及び各部の名称

１ 外面の名称

この要領において、特定園芸施設の外面の名称は、次により使用するものとする。

（１）単棟式の特定園芸施設

ア 単棟式の特定園芸施設（プラスチックハウスⅦ類を除く。）

勾配 屋根面

棟 側面

高 軒 妻 面
つま めん

高

奥 行

間 口

屋根面Ａ 屋根面Ｂ

側面Ａ 側面Ｂ

妻面Ａ（妻面Ｂは妻面Ａの反対側）

イ プラスチックハウスⅦ類

天井面

周囲面
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（２）連棟式の特定園芸施設

接続
谷

側面

間口 間口

２ 各部の名称

この要領において、特定園芸施設の構造の各部の名称は、次により使用するものとする。

（１）特定園芸施設（プラスチックハウスⅦ類を除く。）
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（２）プラスチックハウスⅦ類

第３ 引受評価

１ 特定園芸施設の価額の算定

（１）特定園芸施設の価額の算定

ガラス室の価額は、当該ガラス室の再建築価額に別表４の（１）に掲げる時価現有率を乗じて

得た額とし、プラスチックハウスの価額は、当該プラスチックハウスの再建築価額（その被覆材

たるプラスチックフィルム、合成樹脂板、寒冷紗、ネット等（以下「プラスチックフィルム等」

と総称する。）の再取得価額（被覆に要する経費等を含む。以下同じ。）を除いて算定した再建

築価額とする。）に時価現有率（プラスチックハウスⅥ類の時価現有率は、その施設構造に対応

するプラスチックハウスⅠ類、同Ⅱ類、同Ⅲ類、同Ⅳ類甲及び同Ⅳ類乙の時価現有率とする。）

を乗じて得た額とプラスチックフィルム等の再取得価額に別表５に掲げる被覆経過割合を乗じて

得た額とを合計した額とする。

（２）特定園芸施設の再建築価額の算定

ア 評価対象特定園芸施設が、別表１に掲げる型式のいずれかに該当するか調査する。

イ 評価対象特定園芸施設が別表１に掲げる型式のいずれかにおおむね該当するときは、当該型

式に係る標準価額に当該特定園芸施設の設置面積を乗じて得た額を再建築価額とする。

ウ 別表１に単棟として掲げてある型式に該当する特定園芸施設が２連棟である場合には同表に

掲げてある標準価額を５％、３連棟以上である場合には７．５％減額することができるものと

し、別表１に２連棟として掲げてある型式に該当する特定園芸施設が３連棟以上である場合に

は同様に標準価額を２．５％減額できるものとする。
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エ 次に掲げる事由に該当する特定園芸施設については、別表１に掲げる標準価額を、その２０

％の範囲内において増額又は減額して再建築価額を算定することができるものとする。

（ア）増額事由

ａ 母屋、胴ぶち又はたるきの間隔が一般的に狭く本数が多いこと。

ｂ 軒高及び棟高が高いこと。

ｃ 基礎が大きく根切りが深いこと。

ｄ 屋根の勾配が急であること。

ｅ 出入口戸、天窓及び側窓が多いこと。

ｆ 鉄部及び木部が完全に塗装されていること。

ｇ 出入口戸、天窓、側窓の窓枠等にアルミを使用していること（ただし、一部アルミ又は

総アルミのガラス室を除く。）。

ｈ その他特に増額が必要と認められること。

（イ）減額事由

ａ 母屋、胴ぶち又はたるきの間隔が一般的に広く本数が少ないこと。

ｂ 軒高及び棟高が低いこと。

ｃ 基礎が小さく根切りが浅いこと。

ｄ 屋根の勾配が著しく緩やかであること。

ｅ 出入口戸、天窓及び側窓が少ないこと。

ｆ 鉄部及び木部が腐食していて減額が必要であること。

ｇ 使用材が別表１に掲げる資材より質が劣り又は細いこと。

ｈ その他特に減額が必要と認められること。

オ 評価対象特定園芸施設が、別表１に掲げる型式に該当する場合であっても、その再建築価額

が別の方法で適正に算定できる場合には、その方法で算定しても差し支えないものとする。

カ 評価対象特定園芸施設が、別表１に掲げる型式に該当しないときは、当該特定園芸施設に使

用されている資材の販売価額、施工費等により再建築価額を算定するものとする。

（３）プラスチックフィルム等の再取得価額の算定

ア プラスチックフィルム等の再取得価額は、別表２に掲げる標準価額にプラスチックフィルム

等の被覆面積を乗じて得た金額とする。

イ プラスチックフィルム等の被覆面積は、当該特定園芸施設設置面積に別表３に掲げる被覆面

積算定係数を乗じて得た面積とする。

ウ 評価の対象となるプラスチックフィルム等の規格が、別表２に掲げるものと異なる場合その

他別表２に掲げる標準価額によりその再取得価額を算定することが困難と認められる場合には、

その販売価額、被覆に要する経費等により再取得価額を算定するものとする。

２ 附帯施設の価額の算定

（１）附帯施設の価額の算定

附帯施設の価額は、当該附帯施設の再取得価額に別表４の（１）に掲げる時価現有率を乗じて

得た額とする。

（２）附帯施設の再取得価額の算定

附帯施設の再取得価額は、販売価額、施工費等により算定するものとする。
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３ 施設内農作物の価額の算定

（１）施設内農作物の価額は、当該施設内農作物がそれを用いて栽培されている特定園芸施設の再建

築価額（プラスチックハウスにあっては、プラスチックフィルム等の再取得価額を含めたものと

する。）に別表６に掲げる施設内農作物価額算定率のうち当該施設内農作物の属する作物区分に

係る施設内農作物価額算定率を乗じて得た額とする。

（２）農業共済組合連合会又は特定組合（農業災害補償法第５３条の２の特定組合をいう。以下同

じ。）は、当該農業共済組合連合会の区域又は当該特定組合の区域内の施設内農作物の栽培実態

に応じて、施設内農作物の種類ごとに施設内農作物価額算定率を別に定めても差し支えない。

（３）（２）により農業共済組合連合会又は特定組合が施設内農作物の種類ごとの施設内農作物価額

算定率を定める場合には、あらかじめ、農林水産省経営局長に協議するものとする。

４ 特定園芸施設撤去費用額に相当する価額の算定

農業災害補償法施行規則第３３条の２７第２項の特定園芸施設撤去費用額は、特定園芸施設（被

覆材を除く。）の解体並びに当該特定園芸施設に係る廃材（被覆材を除き、破損したガラスが混入

した特定園芸施設内の土を含む。）の搬出及び処理に要する費用の額であり、単位当たり撤去費用

額（別表７）に当該共済関係に係る特定園芸施設の設置面積を乗じて得た金額とする。

５ 園芸施設復旧費用額に相当する価額の算定

農業災害補償法施行規則第３３条の２７第３項の園芸施設復旧費用額は、共済事故の発生により

損害のあった特定園芸施設（被覆材を除く。）及び附帯施設の修復、再建に要する費用の額の一部

であり、当該特定園芸施設の再建築価額又は当該附帯施設の再取得価額に調整率（別表４の

（２））を乗じて得た金額とする。

第４ 損害評価

１ 定 義

（１）施設構造部分の定義

ア 特定園芸施設（プラスチックハウスの場合にあっては被覆材を除く。）を妻面、側面、屋根

面及び基礎の４区分（以下「施設構造部分」という。）に区分する。ただし、プラスチックハ

ウスⅦ類にあっては、周囲面、天井面及び基礎の３区分に区分する。

イ 妻面、側面及び屋根面はそれぞれＡ面及びＢ面に区分する。この場合棟木、中柱を含めたも

のをＡ面、それ以外をＢ面とする。

ウ 取付金具、ボルト類は各部に含めるものとする。

エ 連棟の場合の接続側面に使用されている部材は屋根面Ａ面に含めるものとする。

オ 連棟の樋は屋根面Ａ面に含めるものとする。

（２）被害態様の定義

ア 部材の被害態様は①ちぎれ、のび、き裂 ②腰折れ ③まがり、ねじれ ④回転、移動 ⑤

引抜け、はく落の５種類とする。

イ 被害態様の用語の定義

（ア）「ちぎれ」及び「き裂」とは、ある部材が２つに分離したこと又は局部的にき裂が入って

分離しかかったこと。

（イ）「のび」とは、部材の長さが伸びて肉が薄くなったこと。
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（ウ）「腰折れ」とは、局部的に激しく曲がり又は強い圧縮力によって腰折れ（座屈）をおこし、

その部分の断面形状が変形したこと。

（エ）「まがり」とは、大きな曲率で緩やかに曲がったこと。

（オ）「ねじれ」とは、部材の稜線が平行でなくなったこと。

（カ）「回転」とは、部材全体が角度を変えたこと。（キ）「移動」とは、部材全体がその位置を

変えたこと。

（ク）「引抜け」とは、アンカーボルト又はアンカーが抜け取れたこと又は抜けかかったこと。

（ケ）「はく落」とは、部材の一部分がくずれ落ちたこと。

特定園芸施設の構造部材損傷例図（Ｌ型鋼及び基礎の例）

ウ 損傷程度の区分

特定園芸施設の損傷程度を部材の被害態様別に次表のとおり甚、中及び軽の３区分とする。

（ア）特定園芸施設（プラスチックハウスⅦ類を除く。）

損傷程度

甚 中 軽

施設構造部分

妻 面 ち ぎ れ ね じ れ 回 転

側 面 の び

屋 根 面 腰 折 れ ま が り 移 動

き 裂 回 転

基 コンクリート

は く 落 移 動

の び

礎 アンカーボルト ま が り

引 抜 け
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（イ）プラスチックハウスⅦ類

損傷程度

甚 中 軽

施設構造部分

ちぎれ ねじれ 回 転
周 囲 面

の び
天 井 面

腰折れ まがり 移 動

き 裂 回 転

基 コンクリート

はく落 移 動

回 転

ベースプレート まがり

移 動

の び

礎 アンカー まがり 移 動

引抜け

２ 特定園芸施設の損害額の算定

特定園芸施設の損害額は、当該特定園芸施設の被害額から当該特定園芸施設に係る残存物価額及

び賠償金等を差し引いて得た額とする。

この場合において被害額は次のとおりとする。

（１）全損の場合

ガラス室が全損した場合における被害額は、当該ガラス室の共済価額の算定の基礎となった価

額とし、プラスチックハウスが全損した場合における被害額は、当該プラスチックハウスの共済

価額の算定の基礎となった価額からプラスチックフィルム等の価額に別表１０に掲げる自然消耗

割合を乗じて得た額を差し引いて得た額とする。この場合において、全損した場合とは、特定園

芸施設が災害により原形をとどめ得ない状態になった場合又は経済的に全損と認められる場合を

いう。

（２）分損の場合

ア プラスチックハウスⅡ類の場合

（ア）プラスチックハウスⅡ類が分損した場合（全損した場合以外の場合をいう。以下同じ。）

における被害額は、当該プラスチックハウスⅡ類の価額からプラスチックフィルムの価額を

差し引いた額を当該プラスチックハウスⅡ類のスパン数で除して得た額に損害の生じたスパ

ン数を乗じて得た額とプラスチックフィルムの価額から当該プラスチックフィルムの価額に

自然消耗割合を乗じて得た額を差し引いて得た額に当該プラスチックフィルムの損害割合を

乗じて得た額とを合計した額とする。

（イ）プラスチックフィルムの損害割合の算出

ａ 妻面、側屋根面の別に被害面積割合を次式により算出するものとする。

新たに被覆を要する面積

被 覆 面 積
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ｂ プラスチックフィルムの損害割合は妻面、側屋根面別の被害面積割合に別表３に掲げる

被覆面積構成割合を乗じて得た割合を合計した割合とする。

イ プラスチックハウスⅡ類利用型の場合

（ア）プラスチックハウスⅥ類のうちプラスチックハウスⅡ類と同様にその骨格の主要部分がパ

イプにより造られているもの（以下「プラスチックハウスⅡ類利用型」という。）が分損し

た場合における被害額は、当該プラスチックハウスⅡ類利用型の価額からプラスチックフィ

ルム等の価額を差し引いた額を当該プラスチックハウスⅡ類利用型のスパン数で除して得た

額に損害の生じたスパン数を乗じて得た額とプラスチックフィルム等の価額から当該プラス

チックフィルム等の価額に自然消耗割合を乗じて得た額を差し引いて得た額に当該プラスチ

ックフィルム等の損害割合を乗じて得た額とを合計した額とする。

（イ）プラスチックフィルム等の損害割合の算出

ａ プラスチックフィルムの損害割合

（ａ）屋根面の被害面積割合を次式により算出するものとする。

新たに被覆を要する面積

被 覆 面 積

（ｂ）プラスチックフィルムの損害割合は、被害面積割合に別表３に掲げる被覆面積構成割

合を乗じて得た割合を合計した割合とする。

ｂ 寒冷紗、ネット等の損害割合

（ａ）妻面、側屋根面の別に被害面積割合を次式により算出するものとする。

新たに被覆を要する面積

被 覆 面 積

（ｂ）寒冷紗、ネット等の損害割合は、妻面、側屋根面別の被害面積割合に別表３に掲げる

被覆面積構成割合を乗じて得た割合を合計した割合とする。

ウ ア又はイ以外の特定園芸施設の場合

（ア）ガラス室が分損した場合における被害額は、当該ガラス室の価額に当該ガラス室の損害割

合を乗じて得た額とし、プラスチックハウスが分損した場合における被害額は、当該プラス

チックハウスの価額（プラスチックフィルム等の価額を除く。）に当該プラスチックハウス

の損害割合を乗じて得た額とプラスチックフィルム等の価額から当該プラスチックフィルム

等の価額に自然消耗割合を乗じて得た額を差し引いて得た額に当該プラスチックフィルム等

の損害割合を乗じて得た額とを合計した額とする。

（イ）特定園芸施設の損害割合の算出

ａ 損害程度の調査

（ａ）評価対象特定園芸施設の施設構造部分ごと及び施設構造部分に使用されている部材ご

とに、損害評価野帳により、個々の部材が取替え又は補修を要するかどうかを調査する。

（ｂ）（ａ）の調査に当たっては、次により評価を行うものとする。

（ⅰ）１の（２）のウの表の損傷程度甚に該当する被害態様は、その部材を取替えるもの

として評価する。

（ⅱ）１の（２）のウの表の損傷程度中に該当する被害態様は、その部材を取替え又は補

修するものとして評価する。この場合において、取替えるものとして評価するのは、

① 補修の不可能なもの又は補修しても断面形状の復元しないようなひどいねじれの

もの
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② プラスチックハウスⅡ類及びプラスチックハウスⅡ類利用型と同様の主骨材が直

管パイプでつなぎのできないようなまがりのあるもの

③ コンクリートのはく落で内部の補強鉄筋の著しく露出したものとする。

（ⅲ）１の（２）のウの表の損傷程度軽に該当する被害態様は、その部材を補修するもの

として評価する。

（ⅳ）ガラス室のガラスのずれは補修するものとして評価する。

ｂ 取替割合及び補修割合の算出

取替え又は補修を要するかどうかをは握したときは、施設構造部分ごと及び施設構造部

分に使用されている部材ごとに次式により取替割合及び補修割合を算出し、損害程度割合

等計算書に記入するものとする。

取替数
取替割合（％）＝ ×１００

総使用数

補修数
補修割合（％）＝ ×０．７（ガラスの場合は０．５）×１００

総使用数

ｃ 損害程度割合の算出

施設構造部分ごと及び施設構造部分に使用されている部材ごとに、取替割合及び補修割

合に別表９に掲げる部材別価額割合を乗じて損害程度割合を算出する。

ｄ 損害割合の算出

特定園芸施設の損害割合は、施設構造部分ごとに合計した損害程度割合に別表８に掲げ

る施設構造部分別価額割合を乗じて得た施設構造部分別損害割合を合計した割合とする。

（ウ）プラスチックフィルム等の損害割合の算出

ａ 妻面、側面及び屋根面（プラスチックハウスⅦ類にあっては、周囲面及び天井面）の別

に被害面積割合を次式により算出するものとする。

新たに被覆を要する面積

被 覆 面 積

ｂ プラスチックフィルム等の損害割合は、妻面、側面及び屋根面別（プラスチックハウス

Ⅶ類にあっては、周囲面及び天井面別）の被害面積割合に別表３に掲げる被覆面積構成割

合を乗じて得た割合を合計した割合とする。

３ 附帯施設の損害額の算定

附帯施設の損害額は、当該附帯施設の被害額から当該附帯施設に係る残存物価額及び賠償金等を

差し引いて得た額とする。

この場合において被害額は次のとおりとする。

（１）全損の場合

附帯施設が全損した場合における被害額は、共済価額の算定の基礎となった価額に相当する金

額とする。この場合において、全損した場合とは２の（１）に準ずるものとする。

（２）分損の場合

ア 附帯施設が分損した場合における被害額は、修繕費に時価現有率を乗じて得た額（その額が

当該附帯施設の価額を超える場合にあっては、当該価額）とする。

イ アの修繕費は、附帯施設を共済事故発生の直前の状態に復旧するための最低額の費用とし、

施工業者の見積書等を査定し又は評価担当者の見積りにより算定するものとする。

４ 施設内農作物の損害額の算定
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施設内農作物の損害額は、当該施設内農作物の被害額から当該施設内農作物に係る残存物価額及

び賠償金等を差し引いて得た額とする。

この場合において被害額は次のとおりとする。

（１）施設内農作物の被害額の算定

ア 施設内農作物の被害額は、当該施設内農作物の価額に当該施設内農作物の共済事故による損

害割合を乗じて得た額とする。ただし、同一共済責任期間中の同一回作中に２回以上の共済事

故が生じた場合における２回目以降の共済事故による施設内農作物の被害額は、次のとおりと

する。

（ア）農業災害補償法第１２０条の２０の２の申出に係る園芸施設共済（以下「事故除外方式」

という。）以外の施設内農作物を共済目的とする園芸施設共済（以下「事故除外しない方

式」という。）にあっては、施設内農作物の価額から当該共済事故前に生じた共済事故によ

る被害額（当該共済事故前に生じた共済事故による損害につきイによる分割評価をしたとき

は、分割評価をする前の額）を差し引いて得た額に、当該施設内農作物の損害割合を乗じて

得た額

（イ）事故除外方式にあっては、施設内農作物の価額から当該共済事故前に生じた共済事故によ

る被害額及び病虫害による被害額を差し引いて得た額に、当該施設内農作物の損害割合を乗

じて得た額

イ 病虫害による損害の場合であって管理が不十分なことによる損害を分割評価する必要がある

場合の施設内農作物の被害額は、アにより算定される金額から当該金額に分割割合を乗じて得

た額を差し引いて得た額とする。

ウ ア及びイの規定にかかわらず、損害発生時に当該特定園芸施設が当該施設内農作物の栽培の

用に供されていないと認められる場合においては、当該施設内農作物の損害はないものとする。

（２）施設内農作物の損害割合の算出

ア 損害評価の単位

施設内農作物の損害評価は、原則として１棟ごとに行うものとする。ただし、次に掲げる場

合には１棟内の栽培面積を区分し、その区分（以下「評価区分」という。）ごとに損害評価を

行うものとする。

（ア）施設内農作物が２種類以上栽培されている場合

種類ごとに区分する。

（イ）施設内農作物の種類は同一であるが、損害評価時における生育ステージが同一でない場合

生育ステージの異なるものごとに区分する。

（ウ）施設内農作物の損傷程度が異なる場合

損傷程度８０％以上、８０％未満～６０％以上、６０％未満～４０％以上、４０％未満～

２０％以上、２０％未満の区分に区分する。

イ 被害確認調査

施設内農作物に損害が発生したつど、直ちに見回りの方法により被害の種類、病虫害の発生

の有無の確認をするものとする。

ウ 損害評価の時期

施設内農作物の損害評価は、共済事故が発生したつど、その被害の進行が停止したときに行

うものとする。

（注）風水害、ひょう害、雪害等による農作物の被害の進行が停止するのは、一般的には損害
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発生後果菜類では５日程度、葉菜類では３日程度、花き類では７日程度、果樹では５日程

度、観葉植物では７日程度を経過した時期である。

エ 栽培面積の調査

（ア）評価区分を設定しない場合

施設設置面積のうち、損害評価の対象となる施設内農作物が栽培されている面積（当該施

設内農作物の栽培管理のため設けられた通路等の面積を含む。以下同じ。）を調査する。

（イ）評価区分を設定した場合

施設設置面積のうち、損害評価の対象となる施設内農作物が栽培されている面積を評価区

分ごとに調査する。

オ 生育ステージの確認

（ア）生育期に生じた損害の場合

ａ 標準生育日数の確認

生育期（活着した時（直播の場合にあっては、第１本葉が出そろった時）から収穫を開

始する直前までの間をいう。以下同じ。）に共済事故が発生した場合には、当該施設内農

作物の実態を調査し、あらかじめ設定してある標準生育日数が適正であるかどうかを確認

する。この場合において、生育経過日数が標準生育日数を超えた場合は、その生育経過日

数は標準生育日数と同一となるよう調整するものとする。

ｂ 生育経過日数の確認

ａによる確認をしたときは、当該施設内農作物の生育経過日数（当該施設内農作物が活

着した時（直播の場合にあっては、第１本葉が出そろった時）から共済事故が発生した時

（病虫害にあっては、病虫害が確認された時）までの日数をいう。以下同じ。）を確認す

る。

（イ）収穫期の場合

ａ 標準収穫日数の確認

収穫期（農作物が収穫できる状態になった時から収穫を完了するまでの間をいう。以下

同じ。）に共済事故が発生した場合には、当該施設内農作物の実態を調査し、あらかじめ

設定してある標準収穫日数が適正であるかどうかを確認する。この場合において、生育経

過日数が標準生育日数を超えた場合又は標準生育日数未満の日数であった場合の標準収穫

日数の起算日は、それぞれ収穫が開始した日とするものとする。

ｂ 既収穫日数の確認

ａによる確認をしたときは、当該施設内農作物の既収穫日数（当該施設内農作物につい

て収穫できる状態になった時から共済事故が発生した時（病虫害にあっては、病虫害が確

認された時）までの日数をいう。以下同じ。）を確認する。

カ 損傷程度の調査及び決定

（ア）損傷程度の調査

ａ 施設内農作物に損害が発生した場合の損傷程度の調査は、１棟ごと（アの（ア）又は

（イ）に該当する場合にあっては評価区分ごと）に検見により行うものとする。

ｂ 植栽の形態からみて、損傷の程度を１本（株）ごとに評価できる施設内農作物（きゅう

り、トマト、いちご、レタス等）にあっては当該施設内農作物１本（株）ごとに、１本

（株）ごとの評価が困難な施設内農作物（ほうれんそう、にら、ねぎ等）にあっては、被

害の発生している当該施設内農作物の範囲ごとに、病虫害以外の原因による損傷と病虫害
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による損傷とに区分してそれぞれの損傷程度を調査するものとする。

（イ）損傷程度の決定

損傷程度は、（ア）により調査した結果に基づき次に掲げる基準により決定するものとす

る。

ａ 病虫害以外の原因による被害が発生した場合

病虫害以外の原因により施設内農作物の根、茎葉、果実等の枯死、折損、裂傷、落果

（花）等の被害が発生した場合にあっては、次により損傷程度を決定するものとする。

ただし、流失、滅失、焼失又は埋没の被害の場合にあっては、被害を受けた施設内農作

物又はその範囲の損傷程度は１００％とする。

（ａ）施設内農作物１本（株）ごとに評価する場合

被害が発生している施設内農作物ごとに、その植物体に占める枯死、折損、裂傷等の

被害を受けている部分の割合を当該施設内農作物の損傷程度とする。

ただし、落果（花）の被害の場合は、被害が生じている施設内農作物ごとに、その果

実（花）の数全体に占める落果（花）数を当該施設内農作物の損傷程度とする。

（ｂ）被害が発生している施設内農作物の範囲ごとに評価する場合

被害が発生している施設内農作物の範囲ごとに、その範囲内の施設内農作物全体につ

いての植物体に占める枯死等の被害を受けている部分の割合を当該施設内農作物の範囲

の損傷程度とする。

ｂ 病虫害による被害が発生した場合

病虫害による被害が発生した場合は、次により損傷程度を決定するものとする。

ただし、罹病すれば当該施設内農作物の回復が望めない病害（トマトの青枯病等）にあ

っては、被害を受けた施設内農作物又はその範囲の損傷程度は１００％とする。

（ａ）施設内農作物１本（株）ごとに評価する場合

被害が発生している施設内農作物ごとに、その植物体に占める病斑等の病徴の発生し

ている部分の割合又は害虫の寄生している部分若しくは害虫による食害痕のある部分の

割合を当該施設内農作物の損傷程度とする。

（ｂ）被害が発生している施設内農作物の範囲ごとに評価する場合

被害が発生している施設内農作物の範囲ごとに、その範囲内の施設内農作物全体につ

いての植物体に占める病斑等の病徴の発生している部分の割合又は害虫の寄生している

部分若しくは害虫による食害痕のある部分の割合を当該施設内農作物の範囲の損傷程度

とする。

ｃ ａ及びｂにかかわらず、損傷により商品価値を失う作物（切花、鉢物類等）にあっては、

（ア）により調査した結果、植物体に損傷があり、それにより当該地域において一般的に

用いられている出荷規格に適合していないと認められるものについては、その施設内農作

物の損傷程度は１００％とする。

なお、施設内農作物の植物体のいずれかに病徴の発生、害虫の寄生又は食害痕がある場

合は、当該施設内農作物の損害はすべて病虫害によるものとみなすものとする。

キ 損害程度割合の決定

（ア）損害程度割合の決定

ａ 鉢物類以外の施設内農作物の場合

カの（イ）により決定した共済事故による損傷程度に（イ）により農業共済組合連合会
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又は特定組合が定める損害程度割合の基準を適用して損害程度割合を決定するものとする。

ただし、事故除外方式において病虫害による被害が発生している場合にあっては、カの

（イ）により決定した共済事故及び病虫害による損傷程度及び同（イ）により決定した病

虫害による損傷程度に（イ）により農業共済組合連合会又は特定組合が定める損害程度割

合の基準を適用して共済事故及び病虫害による損害程度割合及び病虫害による損害程度割

合を決定しておくものとする。

ｂ 鉢物類の場合

カの（イ）により決定した現有総鉢数に対する共済事故による被害鉢数（被害時におけ

る枯死及び折損等により鉢物類としての価値を喪失した鉢数をいう。）の割合を損害程度

割合とする。

ただし、事故除外方式において病虫害による被害が発生している場合にあっては、カの

（イ）により決定した現有総鉢数に対する被害鉢数（被害時における枯死及び折損等によ

り鉢物類としての価値を喪失した鉢数をいい、病虫害により価値を喪失した鉢数を含

む。）の割合及び現有総鉢数に対する病虫害により価値を喪失した鉢数の割合をそれぞれ

共済事故及び病虫害による損害程度割合及び病虫害による損害程度割合とする。

（イ）損害程度割合の基準の設定

ａ 農業共済組合連合会又は特定組合は、施設内農作物の種類ごとに生育の程度に応じて生

育期を区分し、各区分ごとに損傷程度から推定される減収量割合との関連において損害程

度割合の基準を定めるものとする。

ｂ 農業共済組合連合会又は特定組合は、ａにより損害程度割合の基準を設定し又は変更し

ようとするときはあらかじめ農林水産省経営局長に協議するものとする。

（例）きゅうり（越冬栽培）の損害程度割合の基準

損傷程度 標 準 日 数
20％未満 20～40 40～60 60～80 8 0以上

生育区分 期 間 日 数

日 ％ ％ ％ ％ ％
活着期～

生 草丈50㎝期 1～5 5 5 15 50 80 100

育 草丈50㎝期～

草丈100㎝期 6～15 10 5+(1×n) 15+(1×n) 50+(1×n) 80+(1×n) 100

期

草丈100㎝期～

収穫期前 16～25 10 15+(1×n) 30+(1×n) 60+(1×n) 90 100

収 穫 期 26～135 110 25 40 70 90 100

（注）ｎ＝生育区分ごとの期間内での経過日数

ク 調整割合の設定

（ア）同一共済責任期間中に主要作物（施設内農作物の価額の設定の基準となった作物）の前後

に栽培される作物の属する作物区分に係る施設内農作物価額算定率が主要作物の属する作物

区分に係る施設内農作物価額算定率に比べ低い場合は、当該作物の属する作物区分に係る施
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設内農作物価額算定率を主要作物の属する作物区分に係る施設内農作物価額算定率で除した

割合を調整割合とする。

（イ）農業共済組合連合会又は特定組合は、（ア）による調整割合以外の調整割合を決定し、又

は変更しようとするときは、あらかじめ農林水産省経営局長に協議するものとする。

ケ 損害割合の算出

施設内農作物の損害割合は次により算出するものとする。ただし、次により損害割合を算出

することが適切でない施設内農作物があるときは、農業共済組合連合会又は特定組合はあらか

じめ農林水産省経営局長にその算出方法について協議するものとする。

（ア）損害割合は次式により算出するものとする。

なお評価区分を設定した場合の損害割合は、評価区分ごとにａからｃまでの算式により算

出される割合を合計して得た割合とする。この場合において、栽培割合とは、被害を受けた

施設内農作物の栽培面積（評価区分を設定した場合は当該評価区分ごとの被害を受けた施設

内農作物の栽培面積）の当該特定園芸施設の設置面積に対する割合をいう。

ａ 活着期（生育期前の期間をいう。ただし、鉢物類にあっては鉢上げ後の期間に限る。）

の場合

損害割合＝３０％（全損に限る。）×栽培割合×調整割合

（注）全損とは施設内農作物のすべてが枯死、流失、滅失若しくは埋没した場合又は当該施

設内農作物のすべてを破棄するに至った場合をいう。

ｂ 生育期の場合

生育経過日数（日）
損害割合＝ ３０％＋７０％× ×損害程度割合×栽培割合

標準生育日数（日）

×調整割合

ｃ 収穫期の場合

既収穫日数（日）
損害割合＝ １００％－１００％× ×損害程度割合

標準収穫日数（日）

×栽培割合×調整割合

ただし、鉢物類については次式によるものとする。

総鉢数－出荷鉢数
損害割合＝ １００％× ×損害程度割合×栽培割合

総 鉢 数

×調整割合

（イ）事故除外方式において病虫害による被害が発生している場合の共済事故による損害割合は

共済事故及び病虫害による損害程度割合を（ア）のａからｃまでの算式に適用して算出され

る損害割合から病虫害による損害程度割合を（ア）のａからｃまでの算式に適用して算出さ

れる損害割合を差し引いて得た割合とする。

（３）病虫害の分割割合の決定

ア 施設の管理、土壌管理、肥培管理等が不十分なことにより生じた病虫害による損害は、共済

金支払対象外のものとして、分割評価するものとする。

イ 分割評価を行うに当たっては、次の事項を調査するものとする。



- 17 -

（ア）施設管理……………○施設の機能の管理が十分になされているか。

○防災管理が十分になされているか。

（イ）土壌肥培管理………○土壌の消毒及び換土が適切になされているか。

○施肥（用量、比率、時期、方法）が適切になされているか。

○農作物の管理作業が適切になされているか。

○環境管理（日照、換気、かん水）が適切になされているか。

（ウ）病害虫防除処理……○通常すべき防除措置が適切になされているか。

○発生を予察した防除措置が適切になされているか。

（エ）善後措置……………○発生後の消毒等の措置が適切になされているか。

○被害作物及び媒介生物の処理等が適切になされているか。

ウ イによる調査を終えた時は、イの（ア）から（ウ）までの３項目について通常管理、不十分

管理（上、中、下）又は過失管理のいずれかの判定をし、別表１１「病虫害の分割割合表」を

適用して分割割合を決定するものとする。

この場合において、過失管理に該当するものが、３項目のうち１項目でもある場合の分割割

合は１００とし、不十分管理の場合は、３項目に該当するもののうち、最も高い割合を適用す

るものとする。

なお、農業共済組合連合会又は特定組合は、病虫害による損害の分割評価を迅速かつ統一的

に行うため、別表１１の例に従って別途施設内農作物の種類等別及び病虫害別に分割割合の基

準を定め、適用しても差し支えないものとする。

この場合において、農業共済組合連合会又は特定組合は、当該分割割合の基準を農林水産省

経営局長に報告するものとする。

５ 特定園芸施設撤去費用額の算定

特定園芸施設撤去費用額は、特定園芸施設（被覆材を除く。以下この項及び次項において同

じ。）の撤去に要した金額が１００万円を超える場合又は特定園芸施設の損害割合が５０％（ガラ

ス室は３５％）を超える場合であって、特定園芸施設撤去費用額に係る領収書（撤去を完了してい

る場合にあっては、請求書を含む。）（これらの書類の金額に係る内訳明細等を明らかにする書類

を含む。以下「撤去費用領収書等」という。）が提出されたときに算定することとし、組合等が査

定した廃棄物処理業者等の撤去費用領収書等の金額とする。ただし、当該特定園芸施設の撤去に係

る賠償金等がある場合には、これを差し引くものとする。

なお、損害割合は、プラスチックハウスⅡ類又はプラスチックハウスⅡ類利用型にあっては、２

の（２）のア又はイの損害の生じたスパン数の当該プラスチックハウスⅡ類又はプラスチックハウ

スⅡ類利用型のスパン数に対する割合とし、プラスチックハウスⅡ類又はプラスチックハウスⅡ類

利用型以外の特定園芸施設にあっては、同ウの（イ）の損害割合とする。

上記の撤去費用領収書等の金額が次の金額を超える場合には特定園芸施設撤去費用額は、当該次

の金額とする。

（１）特定園芸施設が全損した場合 当該特定園芸施設に係る単位当たり撤去費用額（別表７）に設

置面積を乗じて得た金額

（２）特定園芸施設が分損した場合 当該特定園芸施設に係る単位当たり撤去費用額（別表７）に設

置面積を乗じて得た金額に損害割合を乗じて得た金額

６ 園芸施設復旧費用額の算定
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園芸施設復旧費用額は、園芸施設復旧費用額に係る領収書（復旧が完了している場合にあっては

請求書を含む。）（これらの書類の金額に係る内訳明細等を明らかにする書類を含む。以下「復旧

費用領収書等」という。）が提出された場合に算定することとし、次の金額とする。ただし、当該

園芸施設又は附帯施設の復旧に係る賠償金等がある場合には、これを差し引くものとする。

（１）特定園芸施設 組合等が査定した施工業者等の当該特定園芸施設に係る復旧費用領収書等の金

額から２の特定園芸施設に係る被害額を差し引いて得た金額

ただし、当該金額が次の金額を超える場合にあっては、当該次の金額とする。

ア 特定園芸施設が全損した場合 当該特定園芸施設に係る共済責任期間の開始の時における再

建築価額に調整率（別表４の（２））を乗じて得た金額

イ 特定園芸施設が分損した場合 当該特定園芸施設に係る共済責任期間の開始の時における再

建築価額に調整率（別表４の（２））を乗じて得た金額に当該特定園芸施設の損害割合を乗じ

て得た金額

なお、損害割合は、プラスチックハウスⅡ類又はプラスチックハウスⅡ類利用型にあっては

２の（２）のア又はイの損害の生じたスパン数の当該プラスチックハウスⅡ類又はプラスチッ

クハウスⅡ類利用型のスパン数に対する割合とし、プラスチックハウスⅡ類又はプラスチック

ハウスⅡ類利用型以外の特定園芸施設にあっては同ウの（イ）の損害割合とする。

（２）附帯施設 組合等が査定した施工業者等の当該附帯施設に係る復旧費用領収書等の金額から３

の附帯施設に係る被害額を差し引いて得た金額

ただし、当該金額が次の金額を超える場合にあっては、当該次の金額とする。

ア 附帯施設が全損した場合 当該附帯施設に係る共済責任期間の開始の時における再取得価額

に調整率（別表４の（２））を乗じて得た金額

イ 附帯施設が分損した場合 当該附帯施設に係る共済責任期間の開始の時における再取得価額

に調整率（別表４の（２））を乗じて得た金額に当該附帯施設の損害割合を乗じて得た金額

なお、損害割合は、当該附帯施設に係る３の（２）のアの被害額の第３の２の（１）の価額

に対する割合とする。



別表１ 特定園芸施設の標準価額表
特定園 被覆 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 材の 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） 種類 ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ ｍ ｍ ㎡ 円
木 材

10－１型 ガ
72×117 5.4 25 135

（単）
72× 72 ラ 14,880～ ～ ～

木骨屋根型
ガ 40× 40 9.0 50 450

ス

ラ

木 材
10－２型 ガ

ス 72×117 4.4 15 66
（単）

72× 72 ラ 18,590～ ～ ～
スリークォー

室 ター型 40× 40 7.0 40 280
ス

Ⅰ

木 材
10－３型 ガ

類 72×117 5.5 25 137
（単）

72× 72 ラ 18,000～ ～ ～
木骨屋根型

40× 40 8.0 45 360
ス

(A) (B) (t)
20－１型 囗－125×75×2.3 ガ

ガ 9.0 20 180
ラ （単） (H)(A) (B) (t)
ス 匚－80×40×40×2.3 ラ 14,100～ ～ ～
室 鉄骨屋根型
Ⅱ 14.0 45 630
類 ス



特定園 被覆 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 材の 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） 種類 ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ ｍ ｍ ㎡ 円
(H) (B) (t1)(t2)

20－２型 Ｈ－100×50×5×7 ガ
4.4 10 44

（単） (A) (B) (t)
Ｌ－50×50×4 ラ 20,800～ ～ ～

スリークォー
ター型 7.0 35 245

ガ ス

(H) (B) (t1)(t2)
ラ 20－３型 Ｈ－100×50×5×7 ガ

7.2 75 540
（単） (A) (B) (t)

Ｌ－50×50×4 ラ 19,930～ ～ ～
鉄骨（アルミ）
屋根型 9.0 95 855

ス ス

(H) (B) (t1) (t2)
室 20－４型 Ｈ－150×75×3.2×4.5 ガ

9.0 55 495
（単） (H) (A) (C) (t)

Ｃ－75×45×15×1.6 ラ 18,860～ ～ ～
鉄骨（アルミ）
屋根型 (H) (A) (C) (t) 14.0 80 1,120

Ⅱ Ｃ－75×45×15×2.3 ス

(H) (B) (t1) (t2)
類 20－５型 Ｈ－200×100×3.2×4.5 ガ

14.0 35 490
（単） (H) (A) (C) (t)

Ｃ－75×45×15×1.6 ラ 17,490～ ～ ～
鉄骨（アルミ）
屋根型 18.0 55 990

ス



特定園 被覆 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 材の 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） 種類 ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ ｍ ｍ ㎡ 円
(H) (A) (B)(t)

20－６型 匚－75×40×5×7 ガ
5.5 40 220

（単） (A) (B) (t)
ガ Ｌ－50×50×4 ラ 20,780～ ～ ～

鉄骨（アルミ）
屋根型 8.0 65 520

ス

ラ

(H) (B) (t1) (t2)
20－７型 Ｈ－150×75×3.2×4.5 ガ

ス (H) (A) (B) (t) 7.2 25 360
（２連） 匚－100×40×40×2.3

(H) (A) (C) (t) ラ 18,630～ ～ ～
鉄骨（アルミ） Ｃ－75×45×15×2.3
屋根型 (H) (A) (C) (t) 10.0 50 1,000

室 Ｃ－75×45×15×1.6 ス
(H) (A) (C) (t)

Ｃ－60×30×10×2.3

Ⅱ (H) (A) (C) (t)
20－８型 Ｃ－75×45×15×2.3 ガ

3.2 25 240
（３連） (H) (A) (B) (t)

匚－70×40×40×5 ラ 18,650～ ～ ～
類 鉄骨（アルミ）

屋根型 (A) (B) (t) 6.4 50 960
囗－70×40×5 ス

(A) (B) (t)
Ｌ－50×50×4

プ

（

ウ プ（
ラ木ス 30－１型 単 アピトン材 ラ
ス竹Ⅵ ス）
チ

）

類 木 75×75 チフ 7.0 50 350
ッ・

（

ッィ（
クプ雨 80－１型 竹 54×54 クル 3,060～ ～ ～
ハラよ ム）
ウスけ 骨 寒 18.0 70 1,260
スチ等 ハ 冷ネ
Ⅰッ

）

80－19型 ウ 紗ッ
類ク ス ・ト

ハ 等



特定園 被覆 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 材の 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） 種類 ① ② ③=①×② (㎡当たり)
プ

（

ウ ㎜ プ ｍ ｍ ㎡ 円（
ラ木ス 30－２型 ３ アピトン材 ラ
ス竹Ⅵ 連 ス
チ

）

類 75×75 チフ 3.4 15 153）
ッ・

（

木 ッィ
クプ雨 80－２型 60×60 クル 2,520（ ～ ～ ～
ハラよ 竹 ム
ウスけ 45×45 寒 7.5 40 900）
スチ等 骨 冷ネ
Ⅰッ

）

80－20型 ハ 紗ッ
類ク ウ ・ト

ハ ス 等
プ

プ 40－１型 ラ（
ラ 単 φ19.1×1.2 ス
ス チフ 3.6 40 144）
チ パ φ22.2×1.2 ッィ
ッ 80－３型 イ クル 1,800～ ～ ～
ク プ プ φ25.4×1.2 ム
ハ ラ ハ 寒 6.0 65 390
ウ ス ウ 冷ネ
ス チ 80－21型 ス 紗ッ
Ⅱ ッ ・ト
類 ク 等（

ハ プ
パ ウ 40－２型 ラ（
イ ス 単 φ48.6×2.3 ス
プ Ⅵ チフ 6.0 45 270））

類 パ φ31.8×1.6 ッィ
・

（

80－４型 イ クル 3,180～ ～ ～
雨 プ ム
よ ハ 寒 10.0 70 700
け ウ 冷ネ
等 80－22型 ス 紗ッ）

・ト
等

プ

（

ハ プ（
ラ鉄ウ 50－１型 ３ (A) (B) (t) ラ
ス骨ス 連 囗－50×50×0.8 ス
チ下Ⅵ チフ 5.4 35 567）
ッ

）

類 鉄 (A) (B) (t) ッィ
ク・

（

80－５型 骨 Ｌ－40×20×1.6 クル 4,950～ ～ ～
ハプ雨 パ ム
ウラよ イ 寒 7.2 60 1,296
ススけ プ 冷ネ
Ⅲチ等 80－23型 ハ 紗ッ
類ッ

）

ウ ・ト
ク ス 等



特定園 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 被覆材の種類 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） ① ② ③=①×② (㎡当たり)
プ

（

ハ ㎜ ｍ ｍ ㎡ 円（
ラ鉄ウ 50－２型 ３ (A) (B) (t)
ス骨ス 連 Ｌ－40×40×3.2 プラスチック
チ下Ⅵ フィルム 3.6 35 378）
ッ

）

類 ア (A) (B) (t)
ク・

（

80－6型 ン Ｌ－40×20×1.6 3,060～ ～ ～
ハプ雨 グ
ウラよ ル 7.2 60 1,296
ススけ ハ 寒冷紗・ネッ
Ⅲチ等 80－24型 ウ ト等
類ッ

）

ス
ク

プラスチック（
61－１型 単 フィルム(軟

プ

（

φ34×2.2 質フィルム)）
ラ 鉄 ダ プラスチック 6.0 90 540
ス 骨 62－１型 イ (A) (B) (t) フィルム(硬
チ 中 ヤ Ｌ－50×50×4 質フィルム) 6,870～ ～ ～
ッ ・ モ プラスチック
ク 硬 80－７型 ン フィルム 8.0 115 920
ハ

）

ド
ウ ・ ハ 寒冷紗・ネッ
ス プ 80－25型 ウ ト等
Ⅳ ラ ス
類 ス プラスチック
甲 チ 61－２型 (A) (B) (t) フィルム(軟（（

ッ 単 囗－75×45×2.3 質フィルム)
鉄 ク プラスチック 6.0 90 540）
骨 ハ 62－２型 鉄 (H) (A) (C) (t) フィルム(硬
中 ウ 骨 Ｃ－60×30×10×1.6 質フィルム) 6,870～ ～ ～
・ ス 屋 プラスチック
軟 Ⅵ 80－８型 根 フィルム 8.0 115 920）

類 型
・

（

寒冷紗・ネッ
プ 雨 80－26型 ト等
ラ よ
ス け プラスチック
チ 等 61－３型 (H) (B) (t1) (t2) フィルム(軟（
ッ

）

単 Ｈ－150×75×3.2×4.5 質フィルム)
ク (H) (B) (t1) (t2) プラスチック 9.0 45 405）
ハ 62－３型 鉄 Ｈ－125×60×4.5×6.5 フィルム(硬
ウ 骨 (H) (A) (C) (t) 質フィルム) 7,500～ ～ ～
ス 屋 Ｃ－60×30×10×1.6 プラスチック
Ⅳ 80－９型 根 (H) (A) (B) (t) フィルム 12.0 75 900
類 型 Ｚ－150×50×50×3.2
乙 寒冷紗・ネッ

80－27型 ト等



特定園 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 被覆材の種類 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ プラスチックフィル ｍ ｍ ㎡ 円
プ 61－４型 (H) (B) (t1) (t2) ム(軟質フィルム)（
ラ 単 Ｈ－150×75×3.2×4.5
ス (H) (A) (C) (t) プラスチックフィル 14.0 30 420）
チ 62－４型 鉄 Ｃ－75×45×15×2.3 ム(硬質フィルム)
ッ 骨 (H) (A) (C) (t) 6,990～ ～ ～
ク 屋 Ｃ－60×30×10×1.6 プラスチックフィル
ハ 80－10型 根 (A) (B) (t) ム 18.0 50 900
ウ 型 囗－75×45×2.0
ス (H) (A) (B) (t) 寒冷紗・ネット等
Ⅳ 80－28型 Ｚ－150×50×50×3.2
類
甲 プラスチックフィル（

61－５型 トラス ム(軟質フィルム)（
鉄 単
骨 (H) (A) (C) (t) プラスチックフィル 9.0 25 225）
中 62－５型 複 Ｃ－60×30×10×1.6 ム(硬質フィルム)
・ 合 6,690～ ～ ～
軟 ト (H) (A) (B) (t) プラスチックフィル）

80－11型 ラ 匚－60×30×30×1.6 ム 12.0 45 540
・ ス
プ 型 (H) (A) (B) (t) 寒冷紗・ネット等
ラ 80－29型 匚－56×20×20×1.6
ス
チ プラスチックフィル（
ッ 61－６型 単 トラス ム(軟質フィルム)
ク モードトラス）
ハ 支 (H) (A) (C) (t) プラスチックフィル 14.0 20 280
ウ 62－６型 柱 Ｃ－60×30×10×1.6 ム(硬質フィルム)
ス ・ 付 6,050～ ～ ～
Ⅳ プ 複 (H) (A) (B) (t) プラスチックフィル
類 ラ 80－12型 合 匚－60×30×30×1.6 ム 18.0 45 810
乙 ス ト（

チ ラ (H) (A) (B) (t) 寒冷紗・ネット等
鉄 ッ 80－30型 ス 匚－56×20×20×1.6
骨 ク 型
中 ハ プラスチックフィル（
・ ウ 61－７型 単 ム(軟質フィルム)
硬 ス (H) (A) (B) (t)））

Ⅵ テ 匚－60×30×30×1.6 プラスチックフィル 10.0 20 200
類 62－７型 ム(硬質フィルム)ー（

パ 4,630～ ～ ～
雨 プラスチックフィルー
よ 80－13型 ト ム 15.0 40 600
け ラ
等 ス 寒冷紗・ネット等）

80－31型 型



特定園 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 被覆材の種類 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ プラスチックフィル ｍ ｍ ㎡ 円
61－８型 (H) (A) (C) (t) ム(軟質フィルム)（

プ 単 Ｃ－60×30×10×1.6
ラ プラスチックフィル 12.0 40 480）
ス 62－８型 マ (A) (B) (t) ム(硬質フィルム)
チ ン Ｌ－50×50×4 3,070～ ～ ～
ッ サ プラスチックフィル
ク 80－14型 ム 20.0 60 1,200ー
ハ ド
ウ 型 寒冷紗・ネット等
ス 80－32型
Ⅳ
類 (H) (A)(B)(C)(t) プラスチックフィル
甲 61－９型 Ω－100×65×20×10×2.3 ム(軟質フィルム)（ ・

（
鉄プ ２ (H)(A) (B) (C) (t) プラスチックフィル 6.3 25 315
骨ラ 62－９型 連 Ω-70×25×17.5×10×1.6 ム(硬質フィルム)
中ス 4,370） ～ ～ ～
・チ ア (H)(A)(B)(C)(t) プラスチックフィル
軟ッ 80－15型 Ω－54×33×14×10×1.6 ム 8.3 50 830ー）

ク チ
ハ 型 (H) (A) (C) (t) 寒冷紗・ネット等
ウ 80－33型 Ｃ－60×30×10×1.6
ス
Ⅳ プラスチックフィル
類 (H) (B)(t1)(t2) ム(軟質フィルム)
乙 61－10型 ＬＨ－125×60×6×8（

プラスチックフィル 8.0 40 320
鉄 (H) (A) (C) (t) ム(耐風速５０メー 6,050
骨 Ｃ－60×30×10×2.3 トル／秒（ただし、 ～ ～ ～
中・ 過去の最大瞬間風速
・プ が５０メートル／秒 15.0 60 900（
硬ラ 62－10型 単 未満の地域において）

ス は、当該地域におけ）
チ ア る過去の最大瞬間風
ッ 速を耐風速値とするー
ク チ ことができる。）以
ハ 型 上又は耐雪荷重５０
ウ 80－16型 キログラム／平方メ
ス ートル以上の強度を
Ⅵ 有する施設以外の施
類 設にあっては、硬質（

フィルム）
雨 プラスチックフィル
よ ム
け 80－34型
等 寒冷紗・ネット等）



特定園 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 被覆材の種類 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別） ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ プラスチックフィル ｍ ｍ ㎡ 円
61－11型 ム(軟質フィルム)

(H) (A) (C) (t)
プププ Ｃ－60×30×10×1.6 プラスチックフィル 20 360（
ラララ 62－11型 単 ム(硬質フィルム)
ススス 18.0 6,650） ～ ～
チチチ ア プラスチックフィル
ッッッ 80－17型 ム 45 810ー
ククク チ
ハハハ 型 寒冷紗・ネット等
ウウウ
ススス 80－35型
ⅣⅣⅥ
類類類
甲乙

（

プラスチックフィル（ （

雨 61－12型 ム(軟質フィルム)（
鉄鉄よ 単
骨骨け φ34×2.3 プラスチックフィル 10.0 35 350）
中中等 62－12型 ア ム(硬質フィルム)
・・

）

6,270ー ～ ～ ～
軟硬 チ プラスチックフィル） ）

80－18型 ト ム 18.0 55 990
ラ
ス 寒冷紗・ネット等

80－36型 型

合成樹脂板又はプラ
プ スチックフィルム

70－１型 φ25.4×1.4 （硬質フィルムであ
ラ り、かつ、当該フィ 6.0 70 420

（単） φ22.2×1.2 ルムにより屋根及び
ス 外壁の主要部分が造 5,590～ ～ ～

アーチ型 (A) (B) (t) られている施設で、
チ 囗－100×50×2.3 被覆材がビス止めさ 10.0 95 950（

れ、かつ、耐風速
ッ ５０メートル／秒

鉄 （ただし、過去の最
ク 大瞬間風速が５０メ

骨 ートル／秒未満の地
ハ 70－２型 (H) (B) (t1) (t2) 域に

上 Ｈ－150×75×3.2×4.5 おいては、当該地域 6.0 40 240
ウ （単） における過去の最大）

(H) (A) (C) (t) 瞬間風速を耐風速値 8,210～ ～ ～
ス 屋 根 型 Ｃ－60×30×10×1.6 とすることができ

る。）以上又は耐雪 10.0 60 600
Ⅴ 荷重５０キログラム

／平方メートル以上
類 の強度を有するもの

である場合に限る。）



特定園 標 準 仕 様
芸施設 型式名称 構 造 略 図 主 要 骨 材 の 内 容 被覆材の種類 間 口 奥 行 設置面積 標 準 価 額
の区分 （単連の別) ① ② ③=①×② (㎡当たり)

㎜ ｍ ｍ ㎡ 円

70－３型 (H)(A)(B) (C)(t)
Ω－100×65×20×15×2.3 6.0 25 300

（２連）
(H) (A)(B)(C) (t) 7,220～～ ～

屋 根 型 Ω－60×34×18×24.5×1.6 合成樹脂板又はプラ
スチックフィルム 10.0 50 1,000
（硬質フィルムであ

プ り、かつ、当該フィ
ラ ルムにより屋根及び
ス 外壁の主要部分が造
チ られている施設で、
ッ 被覆材がビス止めさ
ク 70－４型 (H) (B) (t1) (t2) れ、かつ、耐風速
ハ Ｈ－150×75×3.2×4.5 ５０メートル／ 秒 11.0 40 440
ウ （単） （ただし、過去の最
ス (H) (A) (C) (t) 大瞬間風速が５０メ 9,200～～ ～
Ⅴ 屋 根 型 Ｃ－60×30×10×1.6 ートル／秒未満の地
類 域においては、当該 14.0 60 840

地域における過去の（
鉄 最大瞬間風速を耐風
骨 速値とすることがで
上 きる。）以上又は耐

雪荷重５０キログラ）
(H) (A) (B) (C) (t) ム／平方メートル以

70－５型 Ω－100×65×20×15×2.3 上の強度を有するも
のである場合に限 14.0 25 350

（単） (H) (A) (B) (C) (t) る。）
Ω-60×34×18×24.5×1.6 8,280～～ ～

屋 根 型
(H) (B) (t1) (t2) 18.0 50 900

Ｈ－150×75×3.2×4.5

(H) (A) (C) (t)
Ｃ－60×30×10×1.6

プ
ラ （
ス 多 90－１型 （Ｈ） 一般多目的ネット 1,000
チ 目 φ76.3×3.2×4,000 564
ッ 的 ～
ク ネ （単） （Ｈ） 耐久性多目的ネット
ハ ッ φ48.6×2.4×3,500 10,000
ウ ト 平 型
ス ハ
Ⅶ ウ
類 ス

）



（注）１．３０－１型及び３０－２型はプラスチックハウスⅠ類に該当するものである。
２．４０－１型及び４０－２型はプラスチックハウスⅡ類に該当するものである。
３．５０－１型及び５０－２型はプラスチックハウスⅢ類に該当するものである。
４．６１－１型から６１－１２型まではプラスチックハウスⅣ類甲に該当するものである。
５．６２－１型から６２－１２型まではプラスチックハウスⅣ類乙に該当するものである。
６．８０－１型から８０－３６型まではプラスチックハウスⅥ類に該当するものである。
７．８０－１型から８０－１８型までは雨よけ施設に該当するものである。
８．８０－１９型から８０－３６型まではネットハウスに該当するものである。
９．９０－１型は多目的ネットハウスに該当するものである。
１０．主要骨材の種類

（１）φ印は、パイプ又は鋼材の外径
（２）Ｌ印は、等辺山形鋼、軽山形鋼
（３）Ｃ印は、リップみぞ形鋼
（４）囗印は、角形鋼管
（５）Ｈ、ＬＨ印は、Ｈ型鋼
（６）Ｚ印は、軽Ｚ形鋼
（７）匚印は、みぞ形鋼、軽みぞ形鋼
（８）Ω印は、リップハット形鋼
（９）トラス、モードトラスは、主要骨材の組合せをいう。
（10）主要骨材の（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｈ）、（ｔ）、（ｔ1）、（ｔ2）は、下図に掲げる記号とする。
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別表２ プラスチックフィルム等の標準価額表

規 格 ㎡ 当 た り

被 覆 材 の 種 類 形状 厚 さ 材 料 費 押え材費 労 務 費 ㎡当たり価額

一 ㎜ 円 円 円 円

般 167 8 62 237

農 0.15 167 93 62 322

一 業 167 144 246 557

用 111 8 62 181

ポ ビ 0.1 111 93 62 266

リ ニ 111 144 246 501

プ 般 塩 89 8 62 159

ー （

化 ル 一 0.075 89 93 62 244

フ 般 89 144 246 479

ラ ィ 農 64 8 62 134

軟 ル ビ 0.05 64 93 62 219

ム 64 144 246 454

）

ス 防 218 8 62 288

塵 0.15 218 93 62 373

質 性 218 144 246 608

チ 農 189 8 62 259

業 ビ 0.13 189 93 62 344

用 ニ 189 144 246 579

ッ フ ポ 145 8 62 215
ー （

リ ル 防 0.1 145 93 62 300

塩 フ 塵 145 144 246 535

ク 化 ィ 農 116 8 62 186

ィ ル ビ 0.075 116 93 62 271

ム 116 144 246 506

）

フ 農業用エチレン酢 0.1 66 8 62 136

酸ビニールフィル 0.075 50 8 62 120

ル ム(農サクビ) 0.05 34 8 62 104

ィ 一般農業用ﾎﾟﾘｵﾚﾌ 164 8 62 234

ｨﾝ系特殊ﾌｨﾙﾑ 0.15 164 93 62 319

（一般農PO ） 164 144 246 554

ル ム 142 8 62 212

0.13 142 93 62 297

142 144 246 532

109 8 62 179

ム 0.1 109 93 62 264

109 144 246 499

88 8 62 158

0.075 88 93 62 243

88 144 246 478

耐 230 8 62 300

久 耐久性農業用ポリ

性 塩化ビニールフィ 0.15 230 93 62 385

軟 ルム(耐久農ビ)



質 230 144 246 620

フ 耐久性農業用ﾎﾟﾘｵ 263 8 62 333

ィ ﾚﾌｨﾝ系特殊ﾌｨﾙﾑ 0.15 263 93 62 418

ル （耐久農PO) 263 144 246 653

ム

一 フ 0.175 476 391 431 1,298

般 ィ 農業用ポリエステ 0.15 350 391 431 1,172

硬 ル ルフィルム 0.13 296 391 431 1,118

質 ム 0.1 237 391 431 1,059

耐

久 フ 農業用フッソ樹脂

性 ィ フィルム 0.15 660 391 431 1,482

硬 ル

質 ム

規 格 ㎡ 当 た り

被 覆 材 の 種 類 形状 厚 さ 材 料 費 押え材費 労 務 費 ㎡当たり価額

㎜ 円 円 円 円

ガ 小 0.6 1,311 227 517 2,055

ラ 0.6 1,311 261 431 2,003

一 ス ポ 0.7 1,457 227 517 2,201

合 繊 リ 0.7 1,457 261 431 2,149

般 維 エ 波 0.8 1,603 227 517 2,347

強 ス 0.8 1,603 261 431 2,295

（

合 化 テ Ｆ 0.7 1,506 227 517 2,250

ル Ｒ 平 0.7 1,506 261 431 2,198

成 成 板 Ｐ 板 1.0 2,219 227 517 2,963

1.0 2,219 261 431 2,911

）

樹 ガ 0.7 2,232 227 517 2,976

ラ 小 0.7 2,232 261 431 2,924

脂 ス ア 波 0.8 2,478 227 517 3,222

樹 繊 ク 0.8 2,478 261 431 3,170

（

板 維 リ Ｆ 0.7 2,287 227 517 3,031

強 ル Ｒ 平 0.7 2,287 261 431 2,979

化 板 Ａ 板 1.0 3,328 227 517 4,072

1.0 3,328 261 431 4,020

）

脂 ア 大 1.7 3,152 247 986 4,385

耐 ク 波 1.7 3,152 412 986 4,550

（

久 リ Ｍ 中 1.3 2,476 309 986 3,771

性 ル Ｍ 波 1.3 2,476 494 986 3,956

合 板 Ａ 小 1.0 2,266 309 616 3,191

板 成 波 1.0 2,266 412 616 3,294

）

樹 小波 0.7 2,737 216 468 3,421

脂 ポリカーボネート 平板 0.7 2,266 317 468 3,051

板 (ＰＣ) 複 3 2,719 185 517 3,421

層 4 3,605 232 468 4,305



板 6 5,013 185 517 5,715

遮光率22％ 140 8 62 210

白 〃 23％ 140 93 62 295

寒 冷 紗 〃 30％ 204 8 62 274

〃 34％ 204 93 62 359

黒 〃 55％ 241 8 62 311

〃 58％ 241 93 62 396

遮 光 ・ 遮 熱 ネ ッ ト 黒 1㎜目 142 144 246 532

2㎜目 100 144 246 490

ネ 一 般 4㎜目 68 1 58 127

多 多目的 ポリエチレン 6㎜目 88 1 58 147

ッ 目 ネット ネット 9㎜目 108 1 58 167

的 耐久性 ポリビニｰルアルコ 2㎜目 122 1 58 181

ト ネ 多目的 ｰル(ﾋﾞﾆﾛﾝ)ネット

ッ ネット 6㎜目 92 1 58 151耐候安定剤・酸化防

止剤入りﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾈｯﾄト

被覆材の種類 規格（厚さ） ガラスのみの㎡当たり価額

透明（３㎜） 2,000 円

ガ ラ ス 透明（４㎜） 2,900

透明（５㎜） 3,600

網入り 4,100

（注意）

１．プラスチックフィルム、寒冷紗、ネットの「押え材費」欄の金額は、次の押え材によるものである。
８円…押えバンド ９３円…パッカー １４４円…スプリング

２．合成樹脂板の「押え材費」欄の金額は、次の押え材によるものである。
２２７円…フックボルト ２６１円…テックス

３．アクリル板の「押え材費」欄の金額は、次の押え材によるものである。
上段…フックボルト 下段…フックプレート

４．ポリカーボネート板の「押え材費」欄の金額は、次の押え材によるものである。
２１６円…テックス ３１７円…押えレール

５．ポリカーボネート複層板の「押え材費」欄の金額は、次の押え材によるものである。
１８５円…フックボルト ２３２円…テックス

６．多目的ネットの「押え材費」欄の金額は、次の押え材によるものである。
１円…エスター線



別表３ 被覆面積算定係数及び被覆面積構成割合表

被 覆 面 積 構 成 割 合

特定園芸施設 型 式 名 称 単 連 被覆面積 計 妻 面 側 面 屋 根 面

の区分 算定係数 ％ Ａ ％ Ｂ ％ Ａ ％ Ｂ ％ Ａ ％ Ｂ ％

ガ ラ ス 室 １０－１ 単 1.63 100.0 4.2 4.2 10.2 10.2 35.6 35.6

Ⅰ類（木造） １０－２ 単 1.65 100.0 4.3 4.3 8.7 11.5 49.8 21.4

１０－３ 単 1.94 100.0 3.2 3.2 11.3 11.3 35.5 35.5

２０－１ 単 1.77 100.0 5.6 5.6 13.1 13.1 31.3 31.3

２０－２ 単 1.61 100.0 6.3 6.3 11.9 14.5 37.8 23.2

ガ ラ ス 室 ２０－３ 単 1.77 100.0 2.0 2.0 16.5 16.5 31.5 31.5

Ⅱ類（鉄骨） ２０－４ 単 1.70 100.0 3.0 3.0 13.6 13.6 33.4 33.4

２０－５ 単 1.51 100.0 5.9 5.9 6.9 6.9 37.2 37.2

２０－６ 単 1.86 100.0 2.7 2.7 11.8 11.8 35.5 35.5

２０－７ ２連 1.56 100.0 6.0 6.0 7.7 7.7 36.3 36.3

２０－８ ３連 1.60 100.0 5.6 5.6 7.0 7.0 37.4 37.4

プラスチックハウス ３０－１ 単 1.43 100.0 3.2 3.2 6.9 6.9 39.9 39.9

Ⅰ類（木竹） ３０－２ ３連 1.60 100.0 6.8 6.8 5.6 5.6 37.6 37.6

側 屋 根 面

プラスチックハウス Ａ Ｂ

Ⅱ類（パイプ） ４０－１ 単 2.13 100.0 3.9 3.9 46.1 46.1

４０－２ 単 1.75 100.0 4.4 4.4 45.6 45.6

プラスチックハウス ５０－１ ３連 1.67 100.0 4.4 4.4 7.3 7.3 38.3 38.3

Ⅲ類（鉄骨下） ５０－２ ３連 1.40 100.0 5.4 5.4 7.5 7.5 37.1 37.1

61－1及び62－1 単 2.23 100.0 1.3 1.3 21.7 21.7 27.0 27.0

61－2及び62－2 単 2.23 100.0 1.3 1.3 21.7 21.7 27.0 27.0

61－3及び62－3 単 1.85 100.0 3.9 3.9 12.7 12.7 33.4 33.4

プラスチックハウス 61－4及び62－4 単 1.76 100.0 6.5 6.5 9.5 9.5 34.0 34.0

Ⅳ類甲(鉄骨中・軟) 61－5及び62－5 単 1.97 100.0 6.7 6.7 12.6 12.6 30.7 30.7

及び 61－6及び62－6 単 1.91 100.0 6.0 6.0 7.6 7.6 36.4 36.4

プラスチックハウス 61－7及び62－7 単 2.07 100.0 6.5 6.5 13.1 13.1 30.4 30.4

Ⅳ類乙(鉄骨中・硬) 61－8及び62－8 単 1.47 100.0 5.1 5.1 7.8 7.8 37.1 37.1

61－9及び62－9 ２連 1.73 100.0 5.8 5.8 7.1 7.1 37.1 37.1

61－10及び62－10 単 1.89 100.0 4.8 4.8 8.8 8.8 36.4 36.4

61－11及び62－11 単 2.08 100.0 8.9 8.9 7.8 7.8 33.3 33.3

61－12及び62－12 単 2.05 100.0 5.9 5.9 10.8 10.8 33.3 33.3

７０－１ 単 1.68 100.0 2.3 2.3 8.5 8.5 39.2 39.2

プラスチックハウス ７０－２ 単 1.76 100.0 3.8 3.8 12.5 12.5 33.7 33.7

Ⅴ類（鉄骨上） ７０－３ ２連 1.76 100.0 6.7 6.7 8.3 8.3 35.0 35.0

７０－４ 単 1.87 100.0 4.4 4.4 13.2 13.2 32.4 32.4

７０－５ 単 1.84 100.0 7.1 7.1 8.4 8.4 34.5 34.5



被 覆 面 積 構 成 割 合

特定園芸施設 型 式 名 称 単 連 被覆面積 計 妻 面 側 面 屋 根 面

の区分 算定係数 ％ Ａ ％ Ｂ ％ Ａ ％ Ｂ ％ Ａ ％ Ｂ ％

８０－１ 単 1.14 100.0 － － － － 50.0 50.0

プラスチックハウス ８０－２ ３連 1.20 100.0 － － － － 50.0 50.0

Ⅵ類（雨よけ等） ８０－３ 単 1.32 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－４ 単 1.19 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－５ ３連 1.28 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－６ ３連 1.04 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－７ 単 1.20 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－８ 単 1.20 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－９ 単 1.24 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１０ 単 1.20 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１１ 単 1.21 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１２ 単 1.39 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１３ 単 1.26 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１４ 単 1.09 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１５ ２連 1.28 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１６ 単 1.38 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１７ 単 1.39 100.0 － － － － 50.0 50.0

８０－１８ 単 1.37 100.0 － － － － 50.0 50.0

プラスチックハウ 周 囲 面 天井面

スⅦ類 (多目的ネ

ットハウス) ９０－１ 単 1.37 100.0 23.2 76.8

（備考）１．型式名称８０－１９型から８０－３６型までの被覆面積算定係数及び被覆面積構成割合は、３０－１

型から６２－１２型までの被覆面積算定係数及び被覆面積構成割合に同じとする。

２．被覆面積算定係数の修正

上表に該当しない連棟又は単棟の被覆面積算定係数は次式により算出するものとする。

ただし、６連棟以上の施設については、５連棟として算出するものとする。

（ｎ－Ｂ）
Ａ １００－ ×（ｓａ＋ｓｂ）

ｎ

１００

Ａ……Ｂに該当する被覆面積算定係数

Ｂ……標準型式の連棟数

ｓａ…Ｂに該当する側面Ａ面の被覆面積構成割合（４０－１型にあっては側屋根面の数値の３２.５％、

４０－２型にあっては、側屋根面の数値の２５.３％である。）

ｓｂ…Ｂに該当する側面Ｂ面の被覆面積構成割合（４０－１型にあっては側屋根面の数値の３２.５％、

４０－２型にあっては、側屋根面の数値の２５.３％である。）

ｎ……連棟数

（注）１．端数は小数点以下第３位を四捨五入する。

２．単棟の場合は１連棟する。



３．被覆面積構成割合の修正

上表に該当しない連棟又は単棟の被覆面積構成割合は次式により算出するものとする。

ただし、６連棟以上の施設については、５連棟として算出するものとする。

１００×ｔａ
妻 面Ａ＝

（ｎ－Ｂ）
１００－ ×（ｓａ＋ｓｂ）

ｎ

１００×ｔｂ
妻 面Ｂ＝

（ｎ－Ｂ）
１００－ ×（ｓａ＋ｓｂ）

ｎ

１００×Ｂ
× ｓａ

ｎ
側 面Ａ＝

（ｎ－Ｂ）
１００－ ×（ｓａ＋ｓｂ）

ｎ

１００×Ｂ
× ｓｂ

ｎ
側 面Ｂ＝

（ｎ－Ｂ）
１００－ ×（ｓａ＋ｓｂ）

ｎ

屋根面Ａ＝５０－（妻面Ａ＋側面Ａ）

屋根面Ｂ＝５０－（妻面Ｂ＋側面Ｂ）

ただし、スリークォーターの場合

１００×ｙｂ
屋根面Ｂ＝

（ｎ－Ｂ）
１００－ ×（ｓａ＋ｓｂ）

ｎ

屋根面Ａ＝１００－（妻面Ａ＋妻面Ｂ＋側面Ａ＋側面Ｂ＋屋根面Ｂ）

Ｂ……標準型式の連棟数

ｔａ…Ｂに該当する妻面Ａ面の被覆面積構成割合

ｔｂ…Ｂに該当する妻面Ｂ面の被覆面積構成割合

ｓａ…Ｂに該当する側面Ａ面の被覆面積構成割合

ｓｂ…Ｂに該当する側面Ｂ面の被覆面積構成割合

ｙａ…Ｂに該当する屋根面Ａ面の被覆面積構成割合

ｙｂ…Ｂに該当する屋根面Ｂ面の被覆面積構成割合

ｎ……連棟数

（注）１．端数は小数点以下第２位を四捨五入する。

２．単棟の場合は１連棟とする。



別表４ 特定園芸施設及び附帯施設の時価現有率表及び調整率

（１）時価現有率

特定園芸施設 ガ ラ ス 室 プ ラ ス チ ッ ク ハ ウ ス

の区分 Ⅳ類 甲

Ⅰ 類 Ⅱ 類 Ⅰ 類 Ⅱ 類 Ⅲ 類 (鉄骨中･軟) Ⅴ 類 Ⅶ 類 附帯施設

(木 造) (鉄 骨) (木 竹) (パイプ) (鉄骨下) Ⅳ類 乙 (鉄骨上) (多目的ネッ

経過年数 (鉄骨中･硬) トハウス)

１年未満 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

１年以上２年未満 90 96 90 95 96 96 96 96 93

２ 〃 ３ 〃 80 92 80 90 92 92 92 92 86

３ 〃 ４ 〃 70 88 70 85 88 88 88 88 79

４ 〃 ５ 〃 60 84 60 80 84 84 84 84 72

５ 〃 ６ 〃 50 80 50 75 80 80 80 80 65

６ 〃 ７ 〃 以下同じ 76 以下同じ 70 76 76 76 76 58

７ 〃 ８ 〃 72 65 72 72 72 72 50

８ 〃 ９ 〃 68 60 68 68 68 68 以下同じ

９ 〃 １０ 〃 65 55 65 65 65 65

１０ 〃 １１ 〃 62 50 62 62 62 62

１１ 〃 １２ 〃 59 以下同じ 59 59 59 59

１２ 〃 １３ 〃 56 56 56 56 56

１３ 〃 １４ 〃 53 53 53 53 53

１４ 〃 １５ 〃 50 50 50 50 50

１５年以上 以下同じ 以下同じ 以下同じ 以下同じ 以下同じ

（備考）補強、部材の取替・増改築等による再投下価額が明らかな場合の時価現有率表の適用に当たっては次の表

による経過年数を適用するものとする。この場合の更新率とは、

再投下価額（被覆材に関する投下額を除く） 取替スパン数
又は をいうものとする。

再 建 築 価 額 総スパン数



①ガラス室Ⅰ類（木造）及びプラスチックハウスⅠ類（木竹）

更新率
１６％～３１％ ３２～４７ ４８～６３ ６４～７９ ８０％以上

経過年数

１年以上２年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満

２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃

３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃

４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃

５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃

②プラスチックハウスⅡ類（パイプ）

更新率
８％～１５％ １６～２３ ２４～３１ ３２～３９ ４０～４７ ４８～５５ ５６～６３ ６４～７１ ７２～７９ ８０％以上

経過年数

１年以上２年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満

２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４^ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃

６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃

７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃

８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃

９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃

10 〃 11 〃 ９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃



③ガラス室Ⅱ類（鉄骨）、プラスチックハウスⅢ類（鉄骨下）、プラスチックハウスⅣ類甲（鉄骨中・軟）、プラスチックハウスⅣ類乙（鉄骨中・硬）、プラスチックハウ

スⅤ類（鉄骨上）及びプラスチックハウスⅦ類

更新率
５％～９％ １０～１４ １５～１９ ２０～２５ ２６～３１ ３２～３７ ３８～４３ ４４～４９ ５０～５５ ５６～６１

経過年数

１年以上２年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満

２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃 〃

６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃 〃

７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃 〃

８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃

９ 〃 １０ 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃

１０ 〃 １１ 〃 ９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃

１１ 〃 １２ 〃 10 〃 11 〃 ９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満

１２ 〃 １３ 〃 11 〃 12 〃 10 〃 11 〃 ９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃

１３ 〃 １４ 〃 12 〃 13 〃 11 〃 12 〃 10 〃 11 〃 ９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃 ３ 〃 ４ 〃

１４ 〃 １５ 〃 13 〃 14 〃 12 〃 13 〃 11 〃 12 〃 10 〃 11 〃 ９ 〃 10 〃 ８ 〃 ９ 〃 ７ 〃 ８ 〃 ６ 〃 ７ 〃 ５ 〃 ６ 〃 ４ 〃 ５ 〃

更新率
６２～６７ ６８～７３ ７４～７９ ８０％以上

経過年数

１年以上２年未満 １年未満 １年未満 １年未満 １年未満

２ 〃 ３ 〃 〃 〃 〃 〃

３ 〃 ４ 〃 〃 〃 〃 〃

４ 〃 ５ 〃 〃 〃 〃 〃

５ 〃 ６ 〃 〃 〃 〃 〃

６ 〃 ７ 〃 〃 〃 〃 〃

７ 〃 ８ 〃 〃 〃 〃 〃

８ 〃 ９ 〃 〃 〃 〃 〃

９ 〃 １０ 〃 〃 〃 〃 〃

１０ 〃 １１ 〃 〃 〃 〃 〃

１１ 〃 １２ 〃 〃 〃 〃 〃

１２ 〃 １３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃 〃

１３ 〃 １４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃 〃

１４ 〃 １５ 〃 ３ 〃 ４ 〃 ２ 〃 ３ 〃 １年以上２年未満 〃



（２）調整率

特定園芸施設 ガ ラ ス 室 プ ラ ス チ ッ ク ハ ウ ス

の区分 Ⅳ類 甲

Ⅰ 類 Ⅱ 類 Ⅰ 類 Ⅱ 類 Ⅲ 類 (鉄骨中･軟) Ⅴ 類 Ⅶ 類 附帯施設

(木 造) (鉄 骨) (木 竹) (パイプ) (鉄骨下) Ⅳ類 乙 (鉄骨上) (多目的ネッ

経過年数 (鉄骨中･硬) トハウス)

１年未満 ０% ０% ０% ０% ０% ０% ０% ０% ０%

１年以上２年未満 10 ４ 10 ５ ４ ４ ４ ４ ７

２ 〃 ３ 〃 20 ８ 20 10 ８ ８ ８ ８ 14

３ 〃 ４ 〃 30 12 30 15 12 12 12 12 21

４ 〃 ５ 〃 40 16 40 20 16 16 16 16 28

５ 〃 ６ 〃 25 20 25 25 20 20 20 20 35

６ 〃 ７ 〃 以下同じ 24 以下同じ 30 24 24 24 24 42

７ 〃 ８ 〃 28 35 28 28 28 28 25

８ 〃 ９ 〃 32 40 32 32 32 32 以下同じ

９ 〃 １０ 〃 35 45 35 35 35 35

１０ 〃 １１ 〃 38 25 38 38 38 38

１１ 〃 １２ 〃 41 以下同じ 41 41 41 41

１２ 〃 １３ 〃 44 44 44 44 44

１３ 〃 １４ 〃 47 47 47 47 47

１４ 〃 １５ 〃 25 25 25 25 25

１５年以上 以下同じ 以下同じ 以下同じ 以下同じ 以下同じ



別表５ プラスチックフィルム等の被覆経過割合表

（１）軟質フィルム

①一般軟質フィルム

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ５０％

２年以上 ２５％

②耐久性軟質フィルム

ア

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７１％

２年以上３年未満 ５０％

３年以上４年未満 ３５％

４年以上 ２５％

イ

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ８７％

２年以上３年未満 ７６％

３年以上４年未満 ６６％

４年以上５年未満 ５７％

５年以上６年未満 ５０％

６年以上７年未満 ４３％

７年以上８年未満 ３８％

８年以上９年未満 ３３％

９年以上１０年未満 ２９％

１０年以上 ２５％

（注）一般軟質フィルム及び耐久性軟質フィルムの区分は、次によるものとする。



一般軟質フィルム………農業用ポリ塩化ビニールフィルム（耐久性農業用ポリ塩化ビニールフ

ィルムを除く。）、農業用ポリエチレンフィルム（農ポリ）、農業用エ

チレン酢酸ビニールフィルム（農サクビ）及び農業用ポリオレフィン

系特殊フィルム（農POフィルム）（耐久型のものであって、かつ、厚

さ０．１３mm以上であるものを除く。）

耐久性軟質フィルム……軟質フィルムのうち一般軟質フィルム以外のもの

耐久性軟質フィルムのア及びイ の区分は、次によるものとする。

ア…イ以外のもの

イ…塗布型高耐久性の農業用ポリオレフィン系特殊フィルムであって、

かつ、厚さ０．１５㎜以上であるもの

（２）硬質フィルム

①一般硬質フィルム

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７１％

２年以上３年未満 ５０％

３年以上４年未満 ３５％

４年以上 ２５％

②耐久性硬質フィルム

ア

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７９％

２年以上３年未満 ６３％

３年以上４年未満 ５０％

４年以上５年未満 ４０％

５年以上６年未満 ３１％

６年以上 ２５％

イ

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ８７％

２年以上３年未満 ７６％



３年以上４年未満 ６６％

４年以上５年未満 ５７％

５年以上６年未満 ５０％

６年以上７年未満 ４３％

７年以上８年未満 ３８％

８年以上９年未満 ３３％

９年以上１０年未満 ２９％

１０年以上 ２５％

ウ

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ９１％

２年以上３年未満 ８３％

３年以上４年未満 ７６％

４年以上５年未満 ６９％

５年以上６年未満 ６３％

６年以上７年未満 ５７％

７年以上８年未満 ５２％

８年以上９年未満 ４７％

９年以上１０年未満 ４３％

１０年以上１１年未満 ３９％

１１年以上１２年未満 ３６％

１２年以上１３年未満 ３３％

１３年以上１４年未満 ３０％

１４年以上１５年未満 ２７％

１５年以上 ２５％

エ

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ９２％

２年以上３年未満 ８５％

３年以上４年未満 ７８％

４年以上５年未満 ７２％

５年以上６年未満 ６６％

６年以上７年未満 ６１％



７年以上８年未満 ５６％

８年以上９年未満 ５２％

９年以上１０年未満 ４８％

１０年以上１１年未満 ４４％

１１年以上１２年未満 ４０％

１２年以上１３年未満 ３７％

１３年以上１４年未満 ３４％

１４年以上１５年未満 ３２％

１５年以上１６年未満 ２９％

１６年以上１７年未満 ２７％

１７年以上 ２５％

オ

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ９３％

２年以上３年未満 ８７％

３年以上４年未満 ８１％

４年以上５年未満 ７６％

５年以上６年未満 ７１％

６年以上７年未満 ６６％

７年以上８年未満 ６２％

８年以上９年未満 ５７％

９年以上１０年未満 ５４％

１０年以上１１年未満 ５０％

１１年以上１２年未満 ４７％

１２年以上１３年未満 ４４％

１３年以上１４年未満 ４１％

１４年以上１５年未満 ３８％

１５年以上１６年未満 ３５％

１６年以上１７年未満 ３３％

１７年以上１８年未満 ３１％

１８年以上１９年未満 ２９％

１９年以上２０年未満 ２７％

２０年以上 ２５％

（注）一般硬質フィルム及び耐久性硬質フィルムの区分は、次によるものとする。

一般硬質フィルム………農業用ポリエステルフィルム



耐久性硬質フィルム……硬質フィルムのうち一般硬質フィルム以外のもの

耐久性硬質フィルムのア～オの区分は、次によるものとする。

ア…イ～オ以外のもの

イ…農業用フッ素樹脂フィルム（厚さ０．０５㎜以上０．０６㎜未満

であるものに限る。）及び塗布型耐久性の農業用ポリエステル系特

殊フィルム

ウ…農業用フッ素樹脂フィルム（厚さ０．０６㎜以上０．０８㎜未満

であるものに限る。）

エ…農業用フッ素樹脂フィルム（厚さ０．０８㎜以上０．１㎜未満で

あるものに限る。）

オ…農業用フッ素樹脂フィルム（厚さ０．１㎜以上であるものに限る。）



（３）合成樹脂板

①一般合成樹脂板

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７９％

２年以上３年未満 ６３％

３年以上４年未満 ５０％

４年以上５年未満 ４０％

５年以上６年未満 ３１％

６年以上 ２５％

②耐久性合成樹脂板

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ８４％

２年以上３年未満 ７１％

３年以上４年未満 ６０％

４年以上５年未満 ５０％

５年以上６年未満 ４２％

６年以上７年未満 ３５％

７年以上８年未満 ３０％

８年以上 ２５％

（注）一般合成樹脂板及び耐久性合成樹脂板の区分は、次によるものとする。

一般合成樹脂板………農業用ガラス繊維強化樹脂板（FRP､FRA）

耐久性合成樹脂板……合成樹脂板のうち一般合成樹脂板以外のもの

（４）寒冷紗

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７１％

２年以上３年未満 ５０％

３年以上４年未満 ３５％

４年以上 ２５％



（５）ネット

①遮光・遮熱ネット及び一般多目的ネット

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７１％

２年以上３年未満 ５０％

３年以上４年未満 ３５％

４年以上 ２５％

②耐久性多目的ネット

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ８４％

２年以上３年未満 ７１％

３年以上４年未満 ６０％

４年以上５年未満 ５０％

５年以上６年未満 ４２％

６年以上７年未満 ３５％

７年以上８年未満 ３０％

８年以上 ２５％

（注）１．遮光・遮熱ネットと多目的ネットの区分は、次によるものとする。

多目的ネット……防風、防ひょう、防虫及び防鳥を目的とするネット

遮光・遮熱ネット……ネットのうち多目的ネット以外のもの

２．一般多目的ネット及び耐久性多目的ネットの区分は、次によるものとする。

一般多目的ネット……ポリエチレンネット

耐久性多目的ネット…多目的ネットのうち一般多目的ネット以外のもの

（６）不織布

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ５０％

２年以上 ２５％



（７）木又は竹製の被覆材

被覆経過年数区分 被覆経過割合

１年未満 １００％

１年以上２年未満 ７１％

２年以上３年未満 ５０％

３年以上４年未満 ３５％

４年以上 ２５％

（備考）（１）から（７）までの被覆経過年数は引受時における経過年数とする。



別表６ 施設内農作物価額算定率表

作物区分 作物区分

再建築価額 １ ２ ３ 再建築価額 １ ２ ３

の区分(㎡当たり) の区分(㎡当たり)

円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ ％

以上 未満 以上 未満

300 ～ 400 30.0 109.2 130.7 12,000 ～ 13,000 3.6 13.0 16.2

400 ～ 500 28.0 101.9 122.1 13,000 ～ 14,000 3.3 12.0 15.0

500 ～ 600 26.4 96.0 115.3 14,000 ～ 15,000 3.1 11.2 13.9

600 ～ 1,100 22.9 83.2 100.4 15,000 ～ 16,000 2.9 10.5 13.0

1,100 ～ 1,400 19.8 71.9 87.3 16,000 ～ 17,000 2.7 9.8 12.2

1,400 ～ 1,700 18.1 65.6 79.9 17,000 ～ 18,000 2.6 9.3 11.5

1,700 ～ 2,000 16.7 60.4 73.9 18,000 ～ 19,000 2.4 8.8 10.9

2,000 ～ 2,500 15.1 54.6 67.2 19,000 ～ 20,000 2.3 8.3 10.4

2,500 ～ 3,000 13.5 48.7 60.4 20,000 ～ 21,000 2.2 7.9 9.9

3,000 ～ 4,000 11.6 41.7 52.1 21,000 ～ 22,000 2.1 7.5 9.4

4,000 ～ 5,000 9.6 34.3 43.5 22,000 ～ 23,000 2.0 7.2 9.0

5,000 ～ 6,000 8.0 28.4 36.7 23,000 ～ 24,000 1.9 6.9 8.6

6,000 ～ 7,000 6.9 24.9 31.1 24,000 ～ 25,000 1.8 6.6 8.2

7,000 ～ 8,000 6.0 21.6 26.9 25,000 ～ 26,000 1.8 6.4 7.9

8,000 ～ 9,000 5.3 19.1 23.8 26,000 ～ 27,000 1.7 6.1 7.6

9,000 ～ 10,000 4.7 17.1 21.3 27,000 ～ 28,000 1.6 5.9 7.3

10,000 ～ 11,000 4.3 15.4 19.2 28,000 ～ 29,000 1.6 5.7 7.1

11,000 ～ 12,000 3.9 14.1 17.6 29,000 ～ 30,000 1.5 5.5 6.8

（注）１．作物区分１は、葉菜類に属する作物及びこれと同程度の生産費を要する作物
（果菜類及び花き類に属する作物を除く。）

２．作物区分２は、果菜類に属する作物及びこれと同程度の生産費を要する作物
（葉菜類及び花き類に属する作物を除く。）

３．作物区分３は、花き類に属する作物及びこれと同程度の生産費を要する作物
（葉菜類及び果菜類に属する作物を除く。）



別表７ 単位面積当たりの標準的な特定園芸施設撤去費用額表

特定園芸施設撤去費用
特 定 園 芸 施 設 の 区 分

の ㎡ 当 た り 費 用

ガラス室Ⅰ類 １，２００円

ガラス室Ⅱ類

プラスチックハウスⅠ類 ２９０円

プラスチックハウスⅡ類

プラスチックハウスⅥ類（ただし、骨格の主要

部分が上記施設区分に類するものに限る。）

プラスチックハウスⅦ類

プラスチックハウスⅢ類 ８８０円

プラスチックハウスⅣ類甲

プラスチックハウスⅣ類乙

プラスチックハウスＶ類

プラスチックハウスⅥ類（ただし、骨格の主要

部分が上記施設区分に類するものに限る。）



別表８ 特定園芸施設の施設構造部分別価額割合表

標 準 設 置 面 積 施 設 構 造 部 分 別 価 額 割 合

型 式 間 口 奥 行 単連 面 積 妻 面 側 面 屋根面 基 合 計

① ② Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 礎

ｍ ｍ ㎡ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

１０－１ 5.4～ 9.0 25～ 50 単 135～ 450 2.5 2.5 11.8 11.8 37.8 21.4 12.2 100.0

１０－２ 4.4～ 7.0 15～ 40 単 66～ 280 2.8 2.8 9.9 9.9 38.6 16.5 19.5 100.0

１０－３ 5.5～ 8.0 25～ 45 単 137～ 360 1.9 1.9 6.4 6.4 38.1 30.8 14.5 100.0

２０－１ 9.0～14.0 20～ 45 単 185～ 630 3.8 3.8 9.0 9.0 33.9 23.0 17.5 100.0

２０－２ 4.4～ 7.0 10～ 35 単 44～ 245 5.2 5.2 14.1 14.1 26.5 17.9 17.0 100.0

２０－３ 7.2～ 9.0 75～ 95 単 540～ 855 3.4 3.4 16.0 16.0 29.9 18.4 12.9 100.0

２０－４ 9.0～14.0 55～ 80 単 495～1120 5.4 5.4 15.0 15.0 31.2 17.9 10.1 100.0

２０－５ 14.0～18.0 35～ 55 単 490～ 990 4.4 4.4 10.5 10.5 35.4 22.1 12.7 100.0

２０－６ 5.5～ 8.0 40～ 65 単 220～ 520 3.4 3.4 12.1 12.1 29.4 19.4 20.2 100.0

２０－７ 7.2～10.0 25～ 50 ２連 360～1000 4.1 4.1 9.2 9.2 38.6 23.1 11.7 100.0

２０－８ 3.2～ 6.4 25～ 50 ３連 240～ 960 4.7 4.7 9.0 9.0 46.9 14.1 11.6 100.0

３０－１ 7.0～18.0 50～ 70 単 350～1260 1.2 1.2 4.6 4.6 59.7 28.7 － 100.0

３０－２ 3.4～ 7.5 15～ 40 ３連 153～ 900 4.2 4.2 4.9 4.9 61.8 20.0 － 100.0

側 屋 根 面
Ａ Ｂ

４０－１ 3.6～ 6.0 40～ 65 単 144～ 390 5.2 5.2 44.8 44.8 － 100.0

４０－２ 6.0～10.0 45～ 70 単 270～ 700 4.9 4.9 45.1 45.1 － 100.0

５０－１ 5.4～ 7.2 35～ 60 ３連 567～1296 4.6 4.6 8.9 8.9 56.4 12.3 4.3 100.0

５０－２ 3.6～ 7.2 35～ 60 ３連 378～1296 3.6 3.6 5.4 5.4 48.1 24.8 9.1 100.0

61-1及び62-1 6.0～ 8.0 90～115 単 540～ 920 1.0 1.0 12.0 12.0 41.0 26.0 7.0 100.0

61-2及び62-2 6.0～ 8.0 90～115 単 540～ 920 1.0 1.0 12.0 12.0 41.0 26.0 7.0 100.0

61-3及び62-3 9.0～12.0 45～ 75 単 405～ 900 2.8 2.8 12.9 12.9 37.8 22.2 8.6 100.0

61-4及び62-4 14.0～18.0 30～ 50 単 420～ 900 4.7 4.7 9.3 9.3 40.7 24.5 6.8 100.0

61-5及び62-5 9.0～12.0 25～ 45 単 225～ 540 3.0 3.0 15.3 15.3 32.8 16.0 14.6 100.0

61-6及び62-6 14.0～18.0 20～ 45 単 280～ 810 5.1 5.1 8.3 8.3 43.2 23.6 6.4 100.0

61-7及び62-7 10.0～15.0 20～ 40 単 200～ 600 5.7 5.7 9.8 9.8 36.2 24.6 8.2 100.0

61-8及び62-8 12.0～20.0 40～ 60 単 480～1200 2.3 2.3 4.5 4.5 51.7 32.5 2.2 100.0

61-9及び62-9 6.3～ 8.3 25～ 50 ２連 315～ 830 6.2 6.2 8.5 8.5 44.5 22.2 3.9 100.0

61-10及び62-10 8.0～15.0 40～ 60 単 320～ 900 3.4 3.4 10.1 10.1 32.2 25.8 15.0 100.0

61-11及び62-11 18.0 20～ 45 単 360～ 810 5.9 5.9 10.3 10.3 35.7 21.7 10.2 100.0

61-12及び62-12 10.0～18.0 35～ 55 単 350～ 990 3.8 3.8 3.3 3.3 67.0 16.8 2.0 100.0

７０－１ 6.0～10.0 70～ 95 単 420～ 950 1.7 1.7 22.0 22.0 27.9 19.6 5.1 100.0

７０－２ 6.0～10.0 40～ 60 単 240～ 600 1.8 1.8 14.3 14.3 32.4 12.6 22.8 100.0

７０－３ 6.0～10.0 25～ 50 ２連 300～1000 4.3 4.3 12.7 12.7 47.5 15.5 3.0 100.0

７０－４ 11.0～14.0 40～ 60 単 440～ 840 3.7 3.7 10.0 10.0 36.1 27.2 9.3 100.0

７０－５ 14.0～18.0 25～ 50 単 350～ 900 4.8 4.8 12.9 12.9 36.2 20.8 7.6 100.0

周 囲 面 天井面

９０－１ ―― ―― 単 1,000～

10,000 27.2 55.2 17.6 100.0



（備考）１．型式８０－１型から８０－１８型、８０－１９型から８０－３６型までの特定園芸施設の施

設構造部分別価額割合は、それぞれ３０－１型から６２－１２型までの特定園芸施設の施設構

造部分別価額割合と同じとする。

２．上表に該当しない連棟又は単棟の施設構造部分別価額割合は、次式により算出するものとす

る。ただし、６連棟以上の施設については、５連棟として算出するものとする。

１００ｔａ
妻 面Ａ＝

（ｎ－Ｂ） （ｎ－Ｂ）
１００－ ｓｂ－ ｋ

ｎ （Ｂ＋１）ｎ

１００ｔｂ
妻 面Ｂ＝

（ｎ－Ｂ） （ｎ－Ｂ）
１００－ ｓｂ－ ｋ

ｎ （Ｂ＋１）ｎ

１００Ｂ
ｓａ

ｎ
側 面Ａ＝

（ｎ－Ｂ） （ｎ－Ｂ）
１００－ ｓｂ－ ｋ

ｎ （Ｂ＋１）ｎ

１００Ｂ
ｓｂ

ｎ
側 面Ｂ＝

（ｎ－Ｂ） （ｎ－Ｂ）
１００－ ｓｂ－ ｋ

ｎ （Ｂ＋１）ｎ

１００ｙｂ
屋根面Ｂ＝

（ｎ－Ｂ） （ｎ－Ｂ）
１００－ ｓｂ－ ｋ

ｎ （Ｂ＋１）ｎ

Ｂ（ｎ＋１）
×１００ｋ

（Ｂ＋１）ｎ
基 礎＝

（ｎ－Ｂ） （ｎ－Ｂ）
１００－ ｓｂ－ ｋ

ｎ （Ｂ＋１）ｎ

屋根面Ａ＝１００－（妻面Ａ＋妻面Ｂ＋側面Ａ＋側面Ｂ＋屋根面Ｂ＋基礎）

Ｂ………標準型式の連棟数

ｔａ……Ｂに該当する妻面Ａ面の施設構造部分別価額割合

ｔｂ……Ｂに該当する妻面Ｂ面の施設構造部分別価額割合

ｓａ……Ｂに該当する側面Ａ面の施設構造部分別価額割合

ｓｂ……Ｂに該当する側面Ｂ面の施設構造部分別価額割合

ｙａ……Ｂに該当する屋根面Ａ面の施設構造部分別価額割合

ｙｂ……Ｂに該当する屋根面Ｂ面の施設構造部分別価額割合

ｋ………Ｂに該当する基礎の施設構造部分別価額割合

ｎ………連棟数

（注）１．端数は小数点以下第２位を四捨五入する。

２．単棟の場合は１連棟とする。



別表９ 特定園芸施設の部材別価額割合表

単位：％

１０－１型 １０－２型 １０－３型 ２０－１型 ２０－２型 ２０－３型
型 式 区 分

単 単 単 単 単 単

区 面 別
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

分 部材別

間 柱 13.6 13.6 21.7 21.7 5.2 5.2 8.9 8.9 7.7 7.7 12.8 12.8

妻 胴 ぶ ち 10.9 10.9 8.1 8.1 19.1 19.1 29.5 29.5 5.5 5.5 16.7 16.7

筋 か い 2.8 2.8

受 け 材 ( 止 具 ) 15.1 15.1 10.8 10.8 17.0 17.0 21.1 21.1 12.5 12.5 16.1 16.1

出 入 口 戸 23.2 23.2 30.1 30.1 20.2 20.2 3.8 3.8 54.7 54.7 23.1 23.1

面 被 覆 材 37.2 37.2 29.3 29.3 38.5 38.5 33.9 33.9 19.6 19.6 31.3 31.3

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

柱 26.1 26.1 33.7 33.7 17.0 17.0 21.3 21.3 19.9 19.9 11.4 11.4

桁 12.6 12.6 14.3 14.3 11.6 11.6 9.5 9.5 14.8 14.8 7.8 7.8

側 間柱(張出し含む) 5.3 5.3 10.0 10.0

胴 ぶ ち 2.3 2.3 15.7 15.7 3.5 3.5

筋 か い 3.3 3.3 1.8 1.8

受 け 材 ( 止 具 ) 4.7 4.7 2.3 2.3 4.7 4.7 2.8 2.8 14.4 14.4 5.0 5.0

側 窓 30.7 30.7 7.5 7.5 34.5 34.5 40.2 40.2 2.4 2.4 56.5 56.5

駆 動 2.6 2.6 2.6 2.6 8.8 8.8

面 出 入 口 戸 1.0 1.0

被 覆 材 18.0 18.0 27.3 27.3 16.5 16.5 26.2 26.2 32.9 32.9 16.5 16.5

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

梁 12.9 22.9 6.5 15.2 6.5 8.0 15.4 20.6 9.4 14.1 14.8 24.1

陸 梁 2.1 1.5 3.7 2.4 2.7

屋 つ な ぎ 梁 2.1 0.6

中 柱

谷 柱

中 通 り 筋 か い

方 杖 1.3

根 棟 木 4.1 6.5 3.5 2.7 7.4 7.1

母 屋 10.3 18.3 5.8 13.6 9.8 12.1 10.9 14.5 5.5 8.3 7.6 12.3

屋 根 面 筋 か い 0.7 0.9 1.4 1.9 1.7 2.6 1.3 2.1

谷 樋

たる木受け材(止具) 9.2 16.1 9.8 22.8 19.7 24.4 13.4 17.8 15.2 22.7 13.2 21.6

面 天 窓 19.1 36.8 8.2 11.1 3.1 12.0

駆 動 18.2 12.4 0.5 16.0 20.1 16.3

被 覆 材 24.1 42.7 20.7 48.4 44.0 54.6 29.1 45.2 35.2 52.3 24.4 39.9

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

独 立 基 礎

基 基 礎 つ な ぎ

布 基 礎 97.6 97.9 94.6 96.0 97.9 98.7

礎 ア ン カ ー ボ ル ト 2.4 2.1 5.4 4.0 2.1 1.3

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合 計 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0

（備考） 型式区分８０－１型から８０－１８型、８０－１９型から８０－３６型までの特定園芸施設の部材別価額

割合は、それぞれ３０－１型から６２－１２型までの特定園芸施設の部材別価額割合と同じとする。



単位：％

２０－４型 ２０－５型 ２０－６型 ２０－７型 ２０－８型 ３０－１型 ３０－２型
型 式 区 分

単 単 単 ２連 ３連 単 ３連

区 面 別
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

分 部材別

間 柱 5.7 5.7 8.9 8.9 12.0 12.0 10.7 10.7 7.2 7.2 46.0 46.0 48.6 48.6

妻 胴 ぶ ち 6.1 6.1 10.7 10.7 5.9 5.9 15.2 15.2 9.0 9.0

筋 か い 0.5 0.5

受 け 材 ( 止 具 ) 17.5 17.5 26.6 26.6 10.9 10.9 17.2 17.2 34.8 34.8 40.3 40.3 40.8 40.8

出 入 口 戸 39.0 39.0 6.5 6.5 53.6 53.6 27.2 27.2 17.5 17.5 13.7 13.7 10.6 10.6

面 被 覆 材 31.7 31.7 47.3 47.3 17.6 17.6 29.7 29.7 31.0 31.0

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

柱 8.1 8.1 3.4 3.4 8.6 8.6 10.7 10.7 9.0 9.0 38.7 38.7 46.5 46.5

桁 18.0 18.0 7.0 7.0 15.7 15.7 5.9 5.9 2.8 2.8 22.6 22.6 26.9 26.9

側 間柱(張出し含む) 2.5 2.5 0.6 0.6 1.9 1.9

胴 ぶ ち 2.6 2.6 0.7 0.7 4.6 4.6

筋 か い 2.0 2.0 1.0 1.0 2.3 2.3 1.9 1.9 1.5 1.5

受 け 材 ( 止 具 ) 4.6 4.6 15.6 15.6 8.0 8.0 4.7 4.7 19.4 19.4 38.7 38.7 26.6 26.6

側 窓 44.8 44.8 47.4 47.4 40.6 40.6 56.9 56.9 33.6 33.6

駆 動 11.3 11.3 3.6 3.6

面 出 入 口 戸 5.4 5.4 1.7 1.7 2.8 2.8

被 覆 材 14.5 14.5 23.1 23.1 13.5 13.5 16.9 16.9 20.8 20.8

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

梁 10.6 18.3 10.1 16.1 10.0 15.2 12.5 21.0 4.5 10.7

陸 梁 1.1 8.7 1.9 6.4 2.2

屋 つ な ぎ 梁 3.1 1.0 0.5 0.2

中 柱 6.9 3.3 21.7 8.7

谷 柱 2.9 1.3 13.2

中 通 り 筋 か い 0.6 0.4 0.5

方 杖 1.2

根 棟 木 6.0 2.7 5.3 6.4 4.8 1.7 9.8

母 屋 8.0 14.1 11.6 18.6 10.8 16.4 8.2 13.6 3.5 7.2 1.7 5.2

屋 根 面 筋 か い 1.2 2.1 0.7 1.1 3.4 5.2 1.2 2.1 0.3 1.1

谷 樋 6.5 18.1 8.5

たる木受け材(止具) 13.0 21.8 8.3 13.3 11.7 17.7 15.5 25.5 7.8 26.1 44.6 92.8 24.5 94.8

面 天 窓 16.5 8.9 14.0 10.5 14.1 28.5 25.5

駆 動 15.6 8.6 14.8 11.3 18.8 5.9

被 覆 材 24.9 43.7 31.9 50.9 30.0 45.5 22.2 37.8 18.7 62.1

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

独 立 基 礎 10.2 11.3 24.4

基 基 礎 つ な ぎ

布 基 礎 96.4 89.0 94.6 86.6 72.3

礎 ア ン カ ー ボ ル ト 3.6 0.8 5.4 2.1 3.3

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合 計 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 300.0 300.0 300.0 300.0



単位：％

４０－１型 ４０－２型
型 式 区 分

単 単

区 面 別
Ａ Ｂ Ａ Ｂ

分 部 材 別

間 柱 23.7 23.7 24.8 24.8

妻 胴ぶち（パイプ、木材） 17.7 17.7 10.3 10.3

固 定 金 具 継 手 類 28.4 28.4 23.2 23.2

面 出 入 口 戸 30.2 30.2 41.7 41.7

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0

側 ア ー チ ・ パ イ プ 65.7 66.4 69.7 69.7

面 母 屋 （ 直 管 ） 13.2 13.4 12.8 12.8

・ 固 定 金 具 継 手 類 12.4 12.5 9.7 9.7

屋 受 け 材 7.7 7.7 7.8 7.8

根 天 窓 ・ 付 属 部 品 1.0

面 小 計 100.0 100.0 100.0 100.0

合 計 200.0 200.0 200.0 200.0



単位：％

５０－１型 ５０－２型 ６１－１型 ６１－２型 ６１－３型 ６１－４型 ６１－５型
型 式 区 分 ６２－１型 ６２－２型 ６２－３型 ６２－４型 ６２－５型

３連 ３連 単 単 単 単 単

区 面 別
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

分 部材別

間 柱 24.2 24.2 11.7 11.7 20.2 20.2 20.2 20.2 21.9 21.9 30.0 30.0 28.8 28.8

妻 胴 ぶ ち 19.6 19.6 12.6 12.6 24.0 24.0 24.0 24.0 18.9 18.9 23.4 23.4 31.6 31.6

筋 か い 0.6 0.6 12.6 12.6 1.3 1.3 1.3 1.3

受 け 材 ( 止 具 ) 30.0 30.0 19.2 19.2 33.9 33.9 33.9 33.9 23.5 23.5 28.6 28.6 18.0 18.0

面 出 入 口 戸 25.6 25.6 43.9 43.9 21.9 21.9 21.9 21.9 34.4 34.4 16.7 16.7 21.6 21.6

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

柱 36.5 36.5 26.4 26.4 25.6 25.6 25.6 25.6 35.7 35.7 33.7 33.7 23.1 23.1

桁 31.7 31.7 5.5 5.5

側 間柱(張出し含む) 12.3 12.3 10.8 10.8 3.3 3.3 3.7 3.7

胴 ぶ ち 8.0 8.0 35.3 35.3 50.9 50.9 50.9 50.9 21.3 21.3 23.8 23.8 14.6 14.6

筋 か い 5.0 5.0 5.0 5.0 4.0 4.0 2.8 2.8 0.1 0.1

受 け 材 ( 止 具 ) 11.5 11.5 27.5 27.5 18.5 18.5 18.5 18.5 12.8 12.8 18.1 18.1 10.7 10.7

側 窓 12.4 12.4 7.8 7.8 27.2 27.2

面 駆 動 5.1 5.1 2.3 2.3 24.3 24.3

出 入 口 戸 5.4 5.4 2.3 2.3

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

梁 9.9 44.8 22.2 46.4 10.1 16.0 10.1 16.0 29.9 51.0 24.7 44.8 21.5 44.3

陸 梁 13.5 6.7 2.9 2.9 1.5 1.6

屋 つ な ぎ 梁 0.2

中 柱 11.9

谷 柱 16.7 17.3

中 通 り 筋 か い 0.6

方 杖 0.6 4.0

根 棟 木 0.9 10.9 10.9 3.6 2.3 3.4

母 屋 4.3 22.0 13.4 27.9 23.0 36.4 23.0 36.4 14.2 25.3 14.6 26.7 17.1 35.2

屋 根 面 筋 か い 0.2 1.2 1.8 2.8 1.8 2.8 2.1 3.8 1.5 2.7 0.1

谷 樋 13.6 11.4

たる木受け材(止具) 7.7 32.0 14.1 25.7 28.4 44.8 28.4 44.8 12.3 19.9 14.4 25.8 9.9 20.4

面 天 窓 21.9 3.0 11.2 11.2 25.4 14.1 25.4

駆 動 11.3 11.3 11.7 11.7 11.0 10.1 22.7

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

独 立 基 礎 100.0 100.0 93.9 93.9 83.6 86.8 97.9

基 基 礎 つ な ぎ

布 基 礎

礎 ア ン カ ー ボ ル ト 6.1 6.1 16.4 13.2 2.1

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合 計 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0



単位：％

６１－６型 ６１－７型 ６１－８型 ６１－９型 ６１－１０型 ６１－１１型 ６１－１２型
型 式 区 分 ６２－６型 ６２－７型 ６２－８型 ６２－９型 ６２－１０型 ６２－１１型 ６２－１２型

単 単 単 ２連 単 単 単

区 面 別
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

分 部材別

間 柱 23.9 23.9 20.3 20.3 18.2 18.2 28.4 28.4 17.3 17.3 21.9 21.9 28.5 28.5

妻 胴 ぶ ち 24.7 24.7 33.3 33.3 13.9 13.9 41.2 41.2 21.0 21.0 4.4 4.4 13.7 13.7

筋 か い 1.6 1.6 1.4 1.4 8.3 8.3 2.1 2.1

受 け 材 ( 止 具 ) 32.1 32.1 16.6 16.6 50.1 50.1 13.0 13.0 35.5 35.5 36.6 36.6 13.4 13.4

面 出 入 口 戸 19.3 19.3 28.2 28.2 17.8 17.8 16.0 16.0 17.9 17.9 35.0 35.0 44.4 44.4

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

柱 32.5 32.5 41.0 41.0 22.5 22.5 33.0 33.0 29.6 29.6 12.3 12.3

桁 6.5 6.5 9.0 9.0 4.9 4.9 9.0 9.0 38.0 38.0

側 間柱(張出し含む) 22.8 22.8

胴 ぶ ち 17.4 17.4 48.4 48.4 40.3 40.3 9.7 9.7 19.5 19.5 37.4 37.4

筋 か い 3.1 3.1 10.6 10.6 21.3 21.3 4.2 4.2 2.4 2.4 2.8 2.8 6.9 6.9

受 け 材 ( 止 具 ) 15.1 15.1 33.4 33.4 13.5 13.5 23.0 23.0 9.8 9.8 17.7 17.7

側 窓 25.4 25.4 22.6 22.6 16.9 16.9

面 駆 動 7.8 7.8 29.7 29.7

出 入 口 戸

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

梁 24.3 44.4 25.7 37.8 8.5 13.5 21.3 42.8 41.4 51.9 20.7 34.1 18.4 73.0

陸 梁 7.2 3.0 4.0 9.8 20.5

屋 つ な ぎ 梁 7.9 2.6

中 柱 4.5 13.5 14.5 46.5

谷 柱 7.9

中 通 り 筋 か い 1.5 0.9 0.5 1.4

方 杖 3.4 8.1 0.7

根 棟 木 1.5 4.2 6.1 2.2 5.7

母 屋 12.9 23.8 25.1 36.9 14.7 23.2 16.3 32.4 14.8 18.5 31.0 51.2 5.1 20.2

屋 根 面 筋 か い 3.7 6.0 1.3 2.7 1.9 2.3 2.1 3.5

谷 樋 9.7

たる木受け材(止具) 17.4 31.8 17.2 25.3 36.1 57.3 11.1 22.1 21.8 27.3 6.8 11.2 1.7 6.8

面 天 窓 19.3 15.3 7.5 18.8 14.8 5.2

駆 動 8.0 9.5 3.1 9.4

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

独 立 基 礎 72.8 46.4 100.0 93.9 100.0 92.6 100.0

基 基 礎 つ な ぎ

布 基 礎

礎 ア ン カ ー ボ ル ト 27.2 53.6 6.1 7.4

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合 計 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0



単位：％

７０－１型 ７０－２型 ７０－３型 ７０－４型 ７０－５型
型 式 区 分

単 単 単 単 単

区 面 別
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

分 部 材 別

間 柱 22.4 22.4 22.7 22.7 16.6 16.6 19.0 19.0 24.4 24.4

妻 胴 ぶ ち 31.8 31.8 27.7 27.7 16.7 16.7 32.8 32.8 24.6 24.6

筋 か い 8.6 8.6

受 け 材 ( 止 具 ) 20.8 20.8 20.6 20.6 22.1 22.1

面 出 入 口 戸 37.2 37.2 49.6 49.6 45.9 45.9 27.6 27.6 28.9 28.9

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

柱 19.9 19.9 19.5 19.5 39.6 39.6 28.3 28.3

桁 29.9 29.9 16.1 16.1 9.8 9.8

側 間柱(張出し含む) 13.1 13.1 3.1 3.1

胴 ぶ ち 14.7 14.7 6.2 6.2 28.8 28.8 11.4 11.4

筋 か い 6.8 6.8 2.4 2.4 4.3 4.3 3.4 3.4

受 け 材 ( 止 具 ) 20.6 20.6 6.5 6.5 14.2 14.2 10.4 10.4

側 窓 49.5 49.5 33.3 33.3 49.3 49.3 33.6 33.6

面 駆 動 25.3 25.3

出 入 口 戸

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

梁 58.1 82.7 25.6 61.5 17.4 52.8 37.9 50.4 30.1 52.8

陸 梁 4.4 3.4

屋 つ な ぎ 梁 1.6

中 柱 7.8

谷 柱 11.1

中 通 り 筋 か い 0.7 0.3

方 杖 0.8

根 棟 木 29.7 5.1 19.3 5.3 9.0

母 屋 3.7 5.3 12.8 30.9 10.3 31.6 24.0 31.9 15.4 26.0

屋 根 面 筋 か い 3.2 7.6 1.6 4.9 2.9 3.8 3.7 6.5

谷 樋 7.5

たる木受け材(止具) 8.5 12.0 3.4 10.7 10.5 13.9 8.5 14.7

面 天 窓 26.8 25.3 9.2 11.6

駆 動 22.1 10.2 11.2

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

独 立 基 礎 51.0 96.6 91.4 95.2 93.6

基 基 礎 つ な ぎ 37.1

布 基 礎

礎 ア ン カ ー ボ ル ト 11.9 3.4 8.6 4.8 6.4

小 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合 計 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0 400.0 300.0



単位：％

９０－１型
型 式 区 分

単

区
部 材 別

分

隅 柱 ７．４

周 周 囲 柱 ４４．８

足 場 用 補 強 柱 ６．２

囲 足 場 端 柱 ２．６

周 囲 線 ２４．６

面 控 え 線 １４．４

小 計 １００．０

中 つ り 柱 ３８．５

天 足 場 ３０．４

井 幹 線 ９．７

面 つ り 線 ２１．４

小 計 １００．０

受 石 ４８．７

基 ベ ー ス プ レ ー ト

礎 ア ン カ ー ５１．３

小 計 １００．０

合 計 ３００．０



別表１０ プラスチックフィルム等の自然消耗割合表

（１）軟質フィルム

①一般軟質フィルム

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から３か月間

１２％ 共済責任期間の開始日以後４か月から３か月間

２５％ 共済責任期間の開始日以後７か月から３か月間

３７％ 共済責任期間の開始日以後１０か月から３か月間

②耐久性軟質フィルム

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から６か月間

１４％ 共済責任期間の開始日以後７か月から６か月間

（２）硬質フィルム

①一般硬質フィルム

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から６か月間

１４％ 共済責任期間の開始日以後７か月から６か月間

②耐久性硬質フィルム

自然消耗割合

０％

（３）合成樹脂板

自然消耗割合

０％

（４）寒冷紗

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から６か月間

１４％ 共済責任期間の開始日以後７か月から６か月間



（５）ネット

① 遮光・遮熱ネット及び一般多目的ネット

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から６か月間

１４％ 共済責任期間の開始日以後７か月から６か月間

② 耐久性多目的ネット

自然消耗割合

０％

（６）不織布

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から３か月間

１２％ 共済責任期間の開始日以後４か月から３か月間

２５％ 共済責任期間の開始日以後７か月から３か月間

３７％ 共済責任期間の開始日以後１０か月から３か月間

（７）木又は竹製の被覆材

自然消耗割合 適 用 経 過 月

０％ 共済責任期間の開始日から６か月間

１４％ 共済責任期間の開始日以後７か月から６か月間

別表１１ 病虫害の分割割合表

単位：％

区 分 不 十 分 管 理
通常管理 過失管理

項 目 上 中 下

１．施 設 管 理 ０ ３０ ５０ ７０ １００

２．土壌、肥培管理 ０ ３０ ５０ ７０ １００

３．病害虫防除処理 ０ ３０ ５０ ７０ １００

善 後 措 置 ０ ５ １０ １５ ２０

（注） 善後措置が不十分管理の上、中、下、又は過失管理に該当する場合は、３項目に該当

する通常管理、不十分管理のうち最も高い割合に、善後措置の該当する割合を加算して

得た割合を分割割合とする。




